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は ∵じ め に

グローバリゼイシノヨンが進展する中でいわゆる ｢メガコンペティション｣の時代を迎えており､日

本の経済 ･産業 ･企業は ｢グローバル ･スタ､ンダード｣を否応なく迫られているとされる｡かくして､

｢グローバル十スタンダード｣を得るためには徹底した市場化が必要だとされ､それは､1これ迄 ｢国

民経済｣の深化を支えてきた中小企業や地場産業にも~｢構造改革｣という名の下で容赦なぐ押し寄せ

ている｡その結果｣中小企業､地場産業さらにはこうした産業の基盤をさす産業集積地域もまた市場

競争の相場の中に投げ込まれ､厳しい調整を迫られており､業種転換や創業に成功するか否かがその

存続を左右するという状況に置かれている｡産業集積地域は､そもそも中小企業や地場産業を中心と

する多様な分業を通じるダイナミズムー同時にそれは日本経済の活力のダイナミズムでもあった一に

よって支えられてきたのだから､本来継続的に業種転換や創業を行うことが求められているのであっ

て､その必要性は何も今に始まったことではない｡だが､ここにきて産業集積地域が直面しているの

は､むしろと叫迄維持してきた転換 ･創業の継続性が逆に損なわれ始めており､それに伴い集積地域

のダイナミズムが低下し､ひいては ｢国民経済｣の基盤そのものが崩壊しかねない-とういうような

事態なのである｡グローバ リゼーションと ｢国民経済｣の深化を如何に両立させるかが国民的な課題

とされ､そのためにも転換 ･創業が最も必要とされる正にその時にそれが逆に困難化するという皮肉

な結果に陥っているというのが､転換 ･創業問題を考える際に避けては通れない問題状況なのである｡

この問題を検討するに当たって､われわれはこの点を理解しておく必要があるということをまず指摘

しておかなければならない｡

第二に､中小企業の日本経済に占める地位の大きさを考慮すれば当然理解されることだが､徹底し

た市場化を通じての ｢改革｣いわゆる ｢構造改革｣が製造業 ･大企業と非製造業 ･中小企業との格差

拡大すなわち日本経済の ｢二極化｣をもたらしそれが景気の上昇を妨げ日本経済の停滞性を深め転換 ･

創業を一層困難にするという悪循環が発生しているということを指摘しなければならない｡ミクロ的･

個別的には推進され尋べきことがマクロ的 ･全体的には事態を逆に悪化させかね射 ､というマクロと

ミクロの帝離ないしジレンマの存在である｡いわゆる ｢合成の誤謬｣が発生しているのである｡

.第三に､～日本経済の ｢二極化｣が ｢資産デフレ｣とオーバーラップすることによって転換 ･創業問

題を一層複雑にしているということもまた見逃せないであろう｡､現在日本経済は､金融不安を背景と

する信用収縮と ｢資産デフレ｣の悪循環の可能性に脅かされており､｢二極化｣がそれと重なり合う

えば二重の意味での悪循環に陥るという危険性に晒されているが､信用収縮の影響が早くも転換 ･創＼し

業間題にも陰を落とし始めたということからも明らかなように､それによって転換 ･創業問題もまた

一層複雑な様相を帯びざるを得なくなりつつあるという事情も見過ごすことができないのである｡

こうした事態の下では単に市場化路線に遭進すれば事足りるというはど問題は単純ではない｡ ミク

ロ的 ･個別的対応とともにマクロ的 ･全体的対応と転換もまた求められているのであって､､その場合
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のマクロ的 ･全体的転換とは単なる市場化推進だけではなく言葉の本来の意味での構造改革でなけれ

ばならないのである｡

では如何にして転換するのか｡この点を新潟県産業集積の活性化との関連において考えてみようと

いう-のが本稿の課題である｡

ところで､･産業集積地域後退の原因が､需要構造と競争条件における変化やその結合 ･相乗化を計

らんとする流通システムにおける再編成等にその一部があるにしても､より本質的にはこうした原因

の根底をなす現在の国際分業構造-その高度化を急ぐあまり大企業中心でしかも多国籍企業主導の産

業構造高度化に傾斜し過ぎてあたかも中小企業の存在や産業集積地域の在り方を軽視ないし無視する

かの如き観を呈する国際分業論に依拠した披行的国際分業構造一に求められるとすれば､そうした国

際分業構造を産業構造の高度化とともにそれを産業組織のダイナミズムや産業集積地域の活性化にも

結び付けたよりバランスのLとれたそれ-グローバル化の進展を ｢国民経済｣の深化に結びつけるとい

う課題に寄与し得るような国際分業構造-に転換する必要があるということになる6 ,

そうした中で九州地方がリードする環黄海分業は､国際分業の発展を､中小企業の役割をそれなり

に重視している九州地方産業集積の活性化に結合させることによって三者すなわち産業構造､産業組

織そして産業集積地域との間に好循環を形成 しているが､東北アジアにおけるそうした新たな国際分

業の始動は上記の転換の条件が醸成しているということを示唆しており､新潟県産業集積もそうした

可能性を追求し得るはずである｡そうした意味で､新潟県は産業集積活性化a?ために ｢東北アジア産

業集積地域ネットワーク｣の形成を通じて国際分業構造の転換を計るべきである-というのが本稿の

主張である｡

第 1章 産業集積地域の構造変化

最初にわれわれは､日本における産業集積地域の構造変化を明らかにしておこう｡そのためには､

(イ)日本の産業集積地域がどのような特質を持ち､(ロ)またそれが如何なる方向へと変貌を遂げよう

としているのか-ということを解明しなければならない｡

第 1節 産業集積地域の特質

産業集積地域とは何か｡ここでは､ひとまずそれを､｢中小企業を中心とする企業が一つの地域に集

積し近接性を生かしながら企業活動を行っている地域｣としておこう｡この定義に従えば､.(イ)集積

の根拠､(ロ)近接性の意義､(-)中小企業の重要性一等の諸問題を解明することがさし当たって求め

られるが､それらを明らかにすることは日本の産業集積地域の特質を浮き彫りにすることにも繋がり､

そうした意味でこうした定義を採用することは強ち無意味ではあるまい｡

そこで上記に掲げた諸問題のうち､まず集積の根拠について考察してみよう｡それは ｢集積における

外部経済｣(注 1) [本章末尾掲載､以下同じ]性に求めることができよう｡ すなわち､企業が ｢製造

業集積地域｣(注2)に立地するメリトットとしては､まず原材料や部品等の調達面での有利性が存在)

していること (そのメリットは都市型集積企業にとって最も大きく次いで産地型集積企業､企業城下町
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型集積企業にとって大きい)や販路が確立されていること (この場合にはそれは企業城下町型企業､都

市型企業､産地型企栗の順)等を挙げることができ､次いで市場情報収集の容易さ (同じく産地型企業､｢ I

都市型企業､企業城下町型企業の順)､労働力確保の容易性 (同じく都市型企業､企業城下町型企業､

産地型企業の服)等が指摘されているが (図表Ⅳ-1-1参照｡本章末尾掲載｡以下同じ)､ これらの

メリットは産業集積地域の外部経済性に他ならず､従って外部経済性の存在こそが集積の根拠と考えら

れるのである.

ところでこうした集積における外部経済性は上記第二の問題である近接性に密接に係わる｡何故なら

ば､近接していることにより多様化する需要 (注 3)に対する販路の確保が容易になるからだ｡需要の

多様性に対応し供給におけるそれも求められることになるが､この二つの多様性を結び付けるためには

以下の条件を充たさなければならない｡一つは生産システムにおける柔軟性であり､いま一つはそれを

多様化する需要に結び付けるための販路の確保やあるが､逓接性が係わるのは後者についてである｡ す

なわち､分業体制を構成している集積内企業の生産水準や設備の稼働状況､また現在の技術水準や将来

における技術開発の可能性､さらには職人の状況や技術者の確保等について必要な情報を常時保持して

いない限り多様化する需要に応えることは困難である (注4)が､こうした必要な情報を常時獲得する

上で近接性は最も優れた手段であるということだ｡情報通信手段が発展した今日においてもなおこの点

は当てはまるのであり､むしろ逆にその重要性を増しているとすら言えるのだ｡それは､量的な情報の

確保という面では情報通信手段の発展によらて距離の差は意味を失うが､~質的な情報の獲得という点で

は逆にその意味が重要性を増すという情報化社会のパラドックスを想起すれば容易に理解され得よう｡

では生産システムにおける柔軟性はどのようにして鹿保すればよいのか｡この点は上記諸問題のうち

の最後のそれすなわち中小企業の重要性という問題に係わる｡何故ならば､需要の多様性は供給体制に

おけるそれを不可避とし､且つこの供給体制における多様性は当然のことながら生産システムの柔軟性

によって可能となるのであり､しかもそれは小数の大企業の分業によってではなく多数の中小企業のそ

れによってより容易に達成され得るからである (注5)0

以上の考察が合意することは､産業集積地域は集積性､近接性そして柔軟性という三つの特質を備え

ている必要があるということである｡

第 2節 産業集積地域の後退

ところで産業集積地域が近年後退しつつあるという問題にわれわれは目を向けなければならない｡

1.メリットの喪失

まず､産業集積地域に関する上記のメリットが次第に失われっっあるということを指摘 しなければr

ならない｡すなわち､上記集積メリットのうち近年喪失が最も著しいのは熟練技能工の確保 ･育成に

おける容易性であり (喪失度では産地型集積企業､都市型集積企業､企業城下町型集積企業の服となっ

ている)､次いで労働力確保における容易性 (同じく都市型企業､産地型企業､企業城下町型企業の

脂)､適度/な競争性 (同じく企業城下町型企業､都市型企業､産地型企業の服)､販路確立性 (同じく

都市型企業､企業城下町型企業､産地型企業の順)等のメリットも相次いで喪失の危険性に晒されて

いる (図表Ⅳ-1-2参照)｡このことは集積の根拠が次第に弱化しつつあるということを意味して

いる｡
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2.ダイナミズムの低下

より危倶されるのは動態的な面での後退である｡すなわち産業集積地域が持っダイナミズムの低下

である｡それは何故発生したのか｡集積要因のうち集積性と並ぶ近接性と柔軟性という他の二つの要

因についても構造変化が生じているからだ｡

(1) 失われる近接性

まず､これまで販路の確保を支えてきた近接性が流通構造の変化の中で消滅の危機に立たされて

いるという点が重要である｡上述した需要構造の変化の中では後述するように消費者の低価格指向

が一段と強まっているが､それは流通システムにおける大規模小売り業者の台頭と流通システムに

おける ｢産地離れ｣という状況を惹起しており､その結果上述した近接性による販路の確保という

要因をもまた後退させており､さらにそれは二つの多様性すなわち需要構造と供給体制における多

様性を結合させる手段迄をも奪いかねないという危険性を招来しているのである (注6)0

(2)損なわれる柔軟性

さらに二つの多様性を結び付けるもう一つの要素である生産システムにおける柔軟性にも実は問

題が発生しているということも見逃せない｡生産の柔軟性は中小企業を主体とする多数の企業によ

る多様な分業によってはじめて可能になるということは前述したところであるが､それは別の側面

からみれば業種転換や創業が継続的に行われる必要があるということを意味している (注 7)｡中

小企業による多様な分業は企業の転換 ･開廃業が継続されることによってはじめて維持され得るか

らだ｡例えば製造業における業種転換の動向からもこれらの点が裏ずけられよう｡業種転換率の推

移をみ声と､ー中小企業を主体とする ｢製造業集積地域｣は常に ｢全国合計｣のそれを上回ってきた

のである (図表Ⅳ-1-3参照)｡つまり生産における柔軟性は中小企業のこうしたダイナミズム

と表裏の関係にあっということが重要なのである｡

ところがこうしたダイナミズムが低下し始めている｡何故ならばダイナ ミズムの源泉である業種

転換と創業における継続性が危うくなっているからだ｡まず業種転換の継続性が損なわれ始めてい

る｡もう一度業種転換率に戻って ｢製造業集積地域｣における1991-93年以降の転換率の推移を辿っ

てをみると､それが大幅に低下しつつありしかも ｢全国合計｣は言うに及ぼす ｢その他の地域｣ と

すら肩を並べる迄に至っているということに気付く (同図参照)｡しかもこうした製造業集積地域に

おける業種転換率低下という事態は極めて構造的な性格が強いということも指摘 しておかなければ

ならない｡そのことは製造業集積地域においては事業所数の低下 (図表Ⅳ-1-4 [1]参照)の

みならず出荷額も大幅に落ち込んでいる､(図表Ⅳ-1-4[2]参照)という事実からも窺えよう｡

さらに創業の継続性も危うくなっている｡例えば出荷額と事業所数とのマトリックスによって地

域別成長比較を行ってみると､製造業集積地域の主力を成す都市部就中大都市部において停滞性が

最も顕著であるが (図表IV-1-5参照)､それに止まらず､これ迄転換 ･創業のモデル地域とみ

なされてきた大田区と東大阪市という大都市部を代表する地域においてすら製造業創業状況が憂慮

すべき事態一一万で開業率が低下の一途を辿る中で他方では廃業率が大きく上昇し且つ前者を大幅

に上回るに至っているという事態に陥っているという事実にわれわれは直面させられるのである

(図表Ⅳ-1-6参照)(注8)0

このように中小企業を中心とする業種転換や創業における継続性危機は､生産システムにおける

柔軟性を損なうことによって産業集積地域におけるダイナミズムを大きく低下させるという危険性

を秘めているのである｡
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かくして､産業集積地域の特質すなわち集積性 ･近接性 ･柔軟性が損なわれようとしており､そ

の結果日本の産業集積地域は今やその存立自体が脅かされ始めていると言っても決して過言ではな

いであろうも

第 3節 ｣･後退の要因

･では産業集積地域が後退し始めたのは何故か｡その理由は､(イ)需要構造の変化､(ロ)競争条件の

変化､(-)後継者難-の三っに大別されよう｡このうち本稿の論点に主として係わるのは前二者であ

ると考えられるので以下ではこの二つを取り上げてみよう｡

1.需要構造の変化

需要構造の変化の背景には消費構造の多様化と個性化という問題が横たわっているという点につい

ては前年度研究で既に詳論したところであるが (注9)､今一度その要点を整理 しておくと次のとお

-り_であるもすなわち､消費者は一方で ｢低価格志向｣を強めると共に他方では ｢品質志向｣や ｢安全

性暮向｣をも強めており､こうしたいわば消費者志向における両極性ないし多極性が需要構造の変化

の核心をなしているのであるが､そうした変化は産業集積地域における市場構造に対 しても大きな変

L化を強いているのである｡

例えば､｢製造業集積地域｣企業の取り扱い製品に対する需要動向の変化をみてみると､産地型集

積企業の場合埠61L.5%と最も大きく減少しており (このうち大幅に減少が31.4%､やや減少が30.1%

rとな､ぅている)､次いで都市型集積企業が59.6% (同じく大幅減少23.9%､やや減少30.1%)､城下町

l 型集積企業が56.1% (同じく大幅減少17.1%､やや減少39%)というようにそれぞれ減少 しており､

･何れにせよ6割前後の需要減少に見舞われているのである (注10)0

そして需要減少の理由を問うてみると､｢より安価な代替品の登場｣(産地型集積企業は41%が､都

一･市型集積企業は35.3%が､城下町型企業は37.9%がそれぞれその理由として挙げている)及び ｢生活

様式 ･消費動向の変化｣(同じく産地型企業41%､都市型集積企業26.7%､城下町型集積企業25.8%)

'の二つが最も大きな理由とされていること (注11)からも窺えるように､産業集積地における需要減

.'少は上述した消費構造の変化という要因を反映していることは明らかである｡

-か_1(こして需要構造の変化が産業集積地域の後退を招来するのである｡

2.∴競争条件の変化

需̀要構造の変化とともに競争条件の変化も重要である.まずわれわれは中小企業の競争条件におけ

る変化の実体を知らなければならないが､それを探るために企業の出荷額減少要因を調べてみると中

小企業の多くが輸入品との競合に晒されておりとりわけ価格競争の激化に悩まされているということ

がわかる｡例えば中小企業庁の行ったアンケート調査 (注12)によれば､調査時点から遡って過去 1

年間に65.3%の企業が出荷額を減少させているが､そのうち36.6%の企業が ｢輸入品の増加｣をその

減少理由に挙げている｡そして輸入品との競合がこのように激化するのは日本の中小企業側において

価格面での不利性が高まっているためであるとされる｡例えば同調査でも､納期や品質面では自社製

品の方が有利であるとする企業の割合が多いのに対して価格面では輸入品の方が有利であるとする企

業の割合が98%をも占めている (注13)0
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こうした中小企業の競争条件における変化は主として輸入品との競合激化によるものだとする指摘

は産業集積地域の場合にも当てはまる｡例えば､｢製造業集積地域｣における国際化進展の影響を調

査したものをみてみると､やはり最も大きな影響を蒙っているのが ｢輸入製品との競争激化｣であり

(産地型集積企業の場合には全体の44.8%と最も大きな影響を受けており､次いで都市型集積企業が2

8.1%､城下町型集積企業が27.8%とそれぞれ看過しがたい影響を受けている)､次いで ｢生産の海外

移転｣である (この場合には当然のことながら企業城下町型集積企業が26.9%と最も大き薄影響妄受

けており､それに対して都市型集積企業の場合にはそれは12.3%､産地型集積企業も10.7%と一割前

後に止まっている)ということからも明らかなように､前者の影響が後者のそれに比べて圧倒的に大

きいのである (注14)0

かくして輸入品との競争激化によって惹起された競争条件変化も産業集積地域後退をもたらす上で

重要な役割を演じているのである｡

3.二つの変化の結合と相乗化

そしてこうした輸入品との競合激化を基軸とする競争条件の変化は前述したように大規模小売業者

の台頭による流通システムの変化によって増幅されているのであるが､注目を要するのは､流通シス

テムの役割は単に競争条件の変化を増幅ないし加速するというだけのものではなく､実はより本質的

には上述した需要構造の変化と競争条件の変化とを結合させ且つ両者の変化に対して相乗作用をもた

らしているという点である｡

例えば､これまた既に指摘した点であるが (注15)､大規模小売り業者が価格を引き下げるに至っ

た要因を調べてみると､50%の業者が ｢低価格輸入品｣の増加を挙げており､また ｢自ら積極的に価

格引き下げを行っている｣小売業者の割合は中小小売業では15%に止まっているのに対して大規模小

売業者の場合には31%にも達しているのであるが､ここで注目すべきは､価格弓トき下げが自らの収益

低下に繋がる以上小売業者がそれに消極的になるのは当然の筈だが､実際にはそうした態度を採って

いるのは小規模小売業者だけであり大規模小売り業者は逆にそれを自己の業績向上に対しセ積極的に

活用しているという点だ｡

では大規模小売業者をして何が価格引き下げ競争に駆り立てているのか｡この点にこそ問題の本質

が隠されている｡この問題は需要構造との関係抜きには解明できない｡そこでいま一度前述した消費

者志向の変化に戻ろう｡ われわれは消費者志向の両極化ないし多極化要因における一方の ｢極｣であ

る ｢低価格志向｣の存在を指摘しておいたが､この ｢低価格志向｣こそが彼らをして価格引き下げに

走らせている最大の要因であると言えそうだ｡そしてアジアからの ｢低価格輸入品J(注16)が彼 ら

の価格引き下げを可能にし且つむしろそれを自らの業績向上に結び付ている条件なのだ｡1これに対し

- て小規模小売業者の場合にはそうした条件を十分に生かすことができないために ｢低価格志向｣が困

難になっているという訳だ｡

このように､大規模小売業者によって惹起された需要構造と競争条件の双方における変化の結合は､

消費者の ｢低価格志向｣が強ま,れば強まるほどまたそれを充たすことを可能にするアジアとの国療分

業が進展すればするほど､強められ且つ両者の相乗作用へと発展して行くのである｡つまり､現在の

国際分業構造の下では高付加価値レベルへの製品特化が絶えず求められており､Lそうした条件に沿わ

ない相対的に低いレベルの製品の場合には否応なくアジアへの移譲を迫られているが､日本において

はそうした国際分業構造に依拠した基盤が既に形成されているからこそ､大規模小売業者は二つの変
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化の結合とその相乗化に成功しているのであり､それと対照的に産業集積地域においては一層の需要

減少と輸入品との競合激化という逆相乗作用に見舞われることになるのだ｡

かくして､流通システムにおける再編成を媒介とする需要構造 ･競争条件における変化の結合及び

その相乗化とその根底にある現在の国際分業構造こそが産業集積地域後退の最大の要因であるという

ことが容易に理解されるであろう｡`

(注1) ｢外部経済｣論に関してはマーシャルのそれが有名である｡それは､企業あるいは産業間の連

関によって､ある企業が属する産業について全体の生産量が増加するとともに費用が低減する

というものだ｡ではその場合の ｢外部｣とは何か｡それは ｢規模の経済性｣論に関わる｡すな

わち､｢規模の経済性｣とは､生産要素の投入規模に比例する以上に収穫が増える場合つまり

生産の面では ｢収穫逓増｣の原則が働き逆に費用の面では ｢収穫逓減｣の原則が作用する場合

を指すが､この ｢規模の経済性｣が企業 ･産業連関を通 じて発揮される場合が ｢外部性｣であ

り､しかもその効果が正の場合が ｢外部経済｣である (逆にそれが負の場合は ｢外部不経済｣

である)｡以上の文脈から明らかなように､｢集積における外部経済｣とは､集積によってすな

わち企業や産業が一定の地域に集中することによって企業 ･産業連関を通じて発経される ｢規

模の経済｣のことである｡

(注2)平成9年度 『中小企業白書』は､従業員4人以上の製造業事業所が600以上存在 した市区町村

は全国で平成6年現在126に達するとしており､特に製造業集積度の高いこうした地域を ｢製

造業集積地域｣として ｢その他の地域｣と区分している｡さらに ｢製造業集積地域｣は､伝統

的に地垣産業的な色彩の濃い ｢産地型集積地域｣､多数の下請け企業が一定の地域に集積 して

いる.｢企業城下町型集積地域｣そして都市部を中心に部品､金型､試作品等を製造する ｢都市

型集積地域｣の三つの地域に類型化されるとしている (同自書P.177参照)0

(注3)拙稿 ｢県央地場 ･地域産業活性化のための課題一情報化時代における 『革新的企業』群形成と

産 ･学 ･官協カー｣(新潟経営大学 ･共同研究プロジェクト『国際分業の進展と地場産業一高

付加価値化を巡る問題点と課題-』[1997年2月])P.54参照｡
＼ノ

(注4)日本経済新聞 ｢基礎コース :集積と創業⑧｣(1997年4月29日)参照.

(注5)拙稿 ｢同上｣P.57参照｡

(注6)拙稿 ｢同上｣P∴54参照｡

(注7)日本経済新聞 ｢同上⑨｣(1997年4月30日)参照｡

(注8)開廃業率逆転画題はある意味では今後の日本経済の在り方を考える上で 重要な含意を持っと

考えられるので､七の問題に関して若干の論点整理を以下で行っておこう｡p第 1に､開廃業率

･問題における首米問の相違をどのように考えるべきかという点である｡ 日本の場合､廃業率が

開業率を上回るという逆転現象は何も中小企業に限ったことではない｡大企業を含めた全産業

でも生 じていることだ｡開業率は一貫 して低下しているのに対して廃業率は逆に一貫して上昇

しており､その結果1990年前後には後者が前者を上回るに至っている (図表Ⅳ-1-7[1]

参照)｡これに対してアメリカの場合には､開業率が廃業率を一貫して上回っており､､七かも

91年を境たしてその差が拡大しっっある (図表Ⅳ-1- 7[2]参照)090年代に入ってアメ

リカ経済は再活性化に一定の成果を上げているということばとのことからも領けよう｡そこで
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問題なのはこの開廃業における日米間の相違をどのように理解すべきなのかということだが､

われわれはそれを､アメリカの場合には､(イ)情報化を基軸とする産業構造の高度化､(ロ)

それを推進するためのベンチャー企業による産業組織の活性化､(-)さらに情報化やベンチャー

企業の登場を促進するための市場化の推進-という一貫 した政策が進められており且つそれに

一定の成功を収めっっあるのだが､日本の場合には果たしてこうした徹底した市場化政策が上

手 く行く条件が果たして十分に備わっているのかという疑問を提起していると理解すべきなの

ではないのか｡言うまでもなく産業構造の高度化､産業組織の活性化さらには必要な限りでの

市場化は日本にとっても必要なのではあるが､そのことは､日米間に横たわる条件の相違を無

視してあるいはその意味を考えることを回避して､アメリカ型市場化論を日本経済の国際標準

化と称して (それはアメリカ型市場化を国際化することに他ならないのだが)無媒介的に日本

に持ち込むこと (後述するように中小企業における逆転化が既に進行 している日本において

はそれは日本経済の悪循環l羊繋がりかねないのである)､を決して意味していはいないだろう｡

いわゆる ｢改革｣論の陥穿がここにあると言うべきであろう｡第2に､サービス化万能論の根

拠が必ずしも確たるものではないということだ｡日本における逆転現象をさらに詳しく観察し

てみると､確かにそれは製造業が主導 しているということが判明する (図表Ⅳ-1-8 [1]

参照)｡ しかしながらここで見逃してほならないのは､これ迄開業率が廃業率を一貫して上回っ

ていたサービス業においても開業率が80年代に入ると共に低下傾向に転 じる中で廃業率の方も

やはり90年代に入り上昇し始め､その結果両者が接近し始めているということである (図表Ⅳ一

･1-8 [2]参照)｡従って創業における継続性低下は製造業の場合だけではなくサービス業

においても生 じているのであって､この点が製造業からサービス業への移行によって再逆転が

可能だとする議論の根拠が必ずしも明確ではないということを証明していよう｡だがこのこと

は､日本経済における長期的な変化の トレンドすなわちサービス化 ･脱工業化を否定するもの

ではない｡(さらに短期的にも景気におけるサービス業の役割は増大 している｡例えばアメリ

カでは1991年からの景気回復過程ではサービス業を中心とする中小企業の活況がその回復を支

える重要な要因の一つとなっているとされる (小沢俊夫 ｢中小企業の業況好転が必要｣<日経

97年10月15日>より]｡)そうではなく､そうした過程でサービス化自体に多くの問題が発生し

得るということを強調したいのだ｡(例えば､既に述べたように､流通システムにおける再編

成は､小売業では小規模小売業者を淘汰しているし､卸売り業でも中小卸売り業者の存立基盤

を揺さぶっている)｡それはまた､後述するように日本経済の二極化が製董業 ･大企業と非製

造業 ･中小企業との間で進んでいるということにも関わっている｡第3位､製造業における逆

転化が中小企業によって主導されているということも重要であ (図表ⅣT1l9参照)｡ この

ことは､中小企業における逆転化は､中小企業自体のダイナミズム低下を招くのみならず､そ

れがさらに日本経済における披行性を深化させ日本経済自体を停滞に陥れてしまうというよう

な悪循環に陥る危険性草学んでいる-ということを意味していよう｡

(注9)拙稿 ｢同上｣における図表 1(P.81)および図表Ⅳ-1-10参照｡

(注10)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P.193より｡

(注11)同上｡

(注12)中小企業庁 ｢輸入品との競合による中小企業への影響調査結果｣(1994年11月)より｡

(注13)同上｡な串中小企業庁が行った別のアンケート調査でも､｢輸入品との競合に対応するための

- 62-



価格引き下げによる収益圧迫｣を挙げる企業数が現在ですら全体の中で70%近くを占めており､

しかも今後その割合がさらに増加する可能性があるという指摘が行われている (中小企業庁

｢中小企業円高影響調査の結果について｣[1995年5月]参照)0

(注14)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P.189参照｡

(注15)拙稿 ｢同上｣P.54参照｡

(注16)中小企業就中地場産業を襲っている輸入品との競合激化はアジア諸国によって主導されている

点も前年度研究において既に指摘したところであるが (拙稿 ｢同上｣p.50参照)､いま一度

そのポイントを確認するために産地における競合輸入相手国 ･地域を紹介しておくと､最大の

ライバルとみなされているのは中国であり (産地企業全体の85%がそうみなしている)､次い

でアジアNIES(同じく58%)､ASEAN諸国 (同33.3%)というようにライバル視されている

中七はアジア諸国が圧倒的に大きな比重占めている (中小企業庁 『中小企業白書』[1995年版]

P.280より)｡′

図表Ⅳ-1-1 集積に立地することのメリット
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資料 :中小企業庁 ｢製造業集積構造実態調査｣8年12月
蝕) 複数回答のため合計は100を超える｡

(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年板)P179より

国表Ⅳ-1-2 近年失われつつある集積のメリット

その他
目される

集積外から注
容易である

確保･育成が熟練技能工の

る

共同化が図れ

荏

めの設備が存技術向上のた
受けやすい

政策的支援が

好影響

適度な競争の

也

ビス業者の立産業支援サー

容易

労働力確保が

が存在

淀を行う企業仕入･販売幹

が容易

技術情報収集

制の構築

適切な分業体

れている

販路が確立さ

が容易

市場情報収集
調達が容易

原材料･部品

資料:中小企業庁｢製造業集積構造実態調査｣8年12月
梯複数回答のため合計は100を超える｡
(出所)中小企業庁『中小企業白書』(1997年板)P180より
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図表Ⅳ-1-3 業種転換率の推移

昭和61-63年 昭和63-平成2年 平成3-5年 平成5-7年

資料 :通商産業省 ｢工業統計表｣再編加工

(ii) 従業者数 4人以上の事業所｡｢製造業集積地域｣とは､全国の市区町村のうち､平硬6年 ｢工業統計表｣
において､従業者数4人以上の製造業事業所が600以上存在した126市区町村を指す｡

業種転換率は､各期間において継続して存在している事業所に対して､日本標準産業分類 (細分類)香
号が変更されている事業所数の割合として求めた｡
(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P178より

図表Ⅳ-1-4 製造業集積坤域の事業所数 ･出荷額の推移
(製造業､昭和61年度-100)

[1]事業所数の推移
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資料 :通商産業省 ｢工業統計表｣
鍵) 従業者数4人以上の事業所｡

｢製造業集積地域｣とは､全国の市区町村のうち､平成6年 ｢工業統計表｣において従業者数4人以上
の製造業事業所が600以上存在 した126市区町村を指す｡

[2]出荷額の推移
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資料 :通商産業省 ｢工業統計表｣

嘩 従業者数4人以上の事業所｡
｢製造業集積地域｣とは､全国の市区町村のうち､平成6年 ｢工業統計表｣において従業者数4人以上

の製造業事業所が600以上存在した126市区町村を指す｡

(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P185より
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図表Ⅳ-1-5 地域による成長の遠い

(昭和61年～平成7年)

品川区ノ ＼ 台東区

A

資料 :通商産業省 ｢工業統計表｣

㈱ 従業者数4人以上の事業所｡｢製造業集積地域｣のうち､
三大都市圏 (埼玉､千葉､東京､神奈川､岐阜､愛知､三重､
京都､大阪､兵庫)に所在する市区町村と､地方圏 (その他
の都道府県)に所在する市区町村を区別して表示したもの｡
三大都市圏市区町村のうち､黒色で表示されているものは東
京都の特別区である｡

(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P186より

(1) 大田区

図表Ⅳ-1-6 開廃業率の推移 (製造業)

(2)東大阪市

昭和53-56年 昭和56-61年 昭和61-平成3年 平成3-6年 昭和53-56年 昭和56-61年 昭和61-平成3年 平成3-6年

資料 :総務庁 ｢事業所統計調査｣再編加工

(ii) 1.開業率-開業年次が前回調査から今回調査時点までの期間に属する事業所数/前回調査時点の
事業所数/年数 (%)

2.廃業率-開業率一増加率

(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P187より
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図表Ⅳ-1-7

[1]日本の開廃業率の推移 (全産業､年平均)

(%)
7

6

5

4

3

2

1

0
元 3(年)
1 1
3 6

41 44 47 50 53 56 61
1 1 1 1 1 1 1
44 4 7 50 53 56 61 元

資料 :総務庁 ｢事業所統計調査｣再編加工
紬 1.開業率-開業年次が前回調査から今回調査時点ま

での期間に属する事業所数/前科調査時
点の事業所数/年数 (%)

2.廃業率-開業率一増加率
(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P309より

図表Ⅳ-1-8

[1]製造業の開廃業率の推移 (年平均)

(%)
6

5

4

3

2

1

件3
..-
6

元
～
3

61
-
元

56
～
61

53
～
56

50
-
53

47
-
50

44
-
47

41
-
鶴

資料 :総務庁 ｢事業所統計調査｣再編加工
鍵) 開廃業率の算出方法については第Ⅳ-1-7[1]

に同じ

(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)
P310より

日米の開廃業率の推移

[2]米国の開廃業率の推移

190998887868584838 92 93 94(年)

資料 :アメリカ中小企業白書
㈱ 開業率-各期間中に開業した事業所数/各期間初の

事業所数
廃業率-開業率一増加率
米国の事業所数は雇用労働者所有企業数｡買収によ

る廃業を除く｡

産業別間廃業率の推移

[2]サービス業の開廃業率の推移 (年平均)

(%)
7

6

5
4

3

2

1

0
44 47 50 53 56 61 元 3(年)41

～
44 47 50 53 56 61 元 3 6

資料 :総務庁 ｢事業所統計調査｣再編加工
幽 閉廃業率の算出方法については第Ⅳ-117[1]

に同じ

図表Ⅳ-1-9 規模別開廃業率の推移 (製造業)

射
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0

′1.

廃業率4-19人

開業率4-19人

廃業率20-299人

開業率20-299人
開業率300人以上
廃業率300人以上

61-.63年 63- 2年 3 - 5年 5-7年

資料 :通商産業省 ｢工業統計表｣再編加工
飼 1.閲 (廃)業率-当該期間における開 (廃)事業所数/当該期間初における事業所数/2×100

2.昭和61年､63年､平成3年及び5年の各時点の規模の企業の開廃業率を示したもの｡
3.それぞれの期間において､中1年の間で開業し廃業した事業所は計上されない｡

(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P311より
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図表Ⅳ-1-10 5年前と比較 した消費者の需要動向についての認識 (全産業)

田 かなり強まった EZ]やや強まった [コ変わらない ロ やや弱まった 国 かなり弱まった

低 価 格 志 向

多様化 ･個性化

高 品 質 志 向

安 全 性 志 向

環境配慮志向

短期対応志向

新 製 品 志 向

簡 素 化 志 向

ブラン ド志向

･0% 20% 40% 60% 80% 100%

資料 :中小企業庁 ｢我が国企業経営環境実態調査｣8年12月
(出所)中小企業庁 『中小企業白書』(1997年版)P139より

第 2葺 ･転換 ･創業における継続性問題
｢

前章では､日本の産業集積地域が次第に後退 しており､その要因が､(イ)需要構造の変化と錆争条

件の変化､(-)そ して流通シス≠ムが媒介する両者における変化の結合とその相乗化､(-)さらには

その背景にある国際分業構造-という点ににあるということを明らかにしてきたのであるが､それでは

こうした後退の中で産業集積地域のダイナミズムの維持にとって最 も重要な業種転換お.‡こび別業におけ

る継続性を維持するために一体どのような試みがなされているのか､またそれによって郡,,缶日加 t維持さ

れうるのか-.という点を本章では検討 してみよう｡

第 1節 継続性維持の試み

継続性維持の試みは三つの面で行われている.一つは国際分業構造高度化への帥 古で い̀ 1､もうーつ

は産業構造高度化の試みである｡

1.国際分業構造変化への対応

前者から検討 してみよう｡現在日本の国際分業構造は大きく変化 しっっありそu),I:踊 LIL.描.闇 に進

展 している｡まず輸出においては機械類部品の伸びが最 も顕著であり､次いでrf本 別 が′:rlj)iiiを追っ

ている (輸出数量の推移をみると､1990年に比較 して96年には輸出全体では7.2,OiHJ,/jt増加していな

-七､のに対 して機械類部品は39･5%､資本財は31･5%と両者とも大幅に増加 していろ)∴ い刷 黒､輸

出全体に占める機械類部品及び資本財シェアが大幅に上昇 している (90年から醐 :･L:,,,､f圧 捌 く財の

シェアは54%から61･4%へ､また機械類部品のそれは24.9%から33.5%へと封 Jf･し.てい,:.).,他方輸入

についても資本財及び機械類部品が大幅に伸びている (輸入数量の推移をみる上 ("= 十竹入全体で
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は40.8%上昇しているのに対して資本財が186.4%､機械類部品が111.77%それぞれ上昇している)0

その結果､輸入の場合も資本財と機械類部品のシェアが上昇している (同じく資本財のシェアが14%

から22.8%へ､機械類部品のそれも7%から12.2%へと上昇)0

一方業種転換や創業の動向をみると､一応こうした貿易構造の高度化に対応したものとみることが

できる｡まず業種転換についてみてみると､転換先の事業分野は､住宅関連産業､環境関連産業に続

いで情報通信関連産業､新製造技術関連産業がかなりの比重を占めているが (図表Ⅳ-2-1参照)､

それはこうした状況を反映しているものと考えられる｡この点は創業の場合にはより明確である｡す

なわち､創業対象事業分野をみると､新製造技術関連産業が圧倒的に多く情報通信関連産業がそれに

次いでいる (図表Ⅳ-2-2参照)0

このように､集積地域後退要因の主因をなす国際競争の激化に対して産業集積地域が転換 ･創業を

通じて果敢に挑戦しているということも決して見落としてほならないのである｡

2.産業構造高度化の試み

言うまでもなくこうした挑戦は他方では産業構造高度化の試みに通じる｡では産業構造の変化に対

してはどのように対応しようとしているのか｡産業構造も急速な変化を遂げ高度化しつつある｡それ

はそもそもどのような方向へ転換しようとしているのか｡それは､情報 ･通信関連分野を中軸として

新流通 ･物流関連分野､金融分野､住宅関連分野さらには環境関連分野等が今後の新規 ･成長産業と

して日本の産業構造の中で大きな位置を占めるであろうということである (注 1)｡その際注目すべ

きは､高度化の担い手である情報､運輸､金融等の分野はそもそもハードだけではなくソフトをも含

むという意味でサービス産業でもあり (注2)､そこでは中小企業が活躍する余地が大きいという点

だ｡-従って経済がサービス化すればするほど小規模企業による多様な分業の必要性が高まり中小企業

の活動の余地が広がるということになる｡この点はサービス経済化が最も進展しているナメリカにお

いて個人企業数の伸びが最も大きいということからも窺える (図表Ⅳ-2-3 [1]･[2]参照)

(注-3)0

従って日本でも､全体としては個人企業数は減少しているとはいえ (図表Ⅳ-2-3[2]参照)､

サービス業に関して言うと増加傾向にあるということが重要であり､就中専門サービス業が大幅に伸

びているということを重視すべきだということになる (注4)｡何故ならば､専門サービス業におけ

る個人企業数の伸びこそ情報化時代における新たな知的サービス需要の拡大に対応 したものであり

(注5);その意味で産業構造高度化の最先端部門を担うのは大企業ではなくむしろ小規模企業を中心

とする中小企業の方が有利だということを意味しているからだ｡

こうした見解に基づけば､前節で指摘した製造業において廃業率が開業率を上回っているのは当然

のことであり､それが新旧交代を意味するのであれば､むしろ望ましいことですらあるという次第で

ある (注6)0

第 2節 楽観論の限界

このように､業種転換及び創業の継続性維持の試みば着々と成功を収めているのであって､一見それ

が低下しているかに見えるのは単なる過度期の現象にすぎず､それは中小企業の ｢構造改革｣を進める
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上でむしろ望ましいことですらあるとする極めて楽観的な見解が存在するのであるが､こうした見解を

どのように評価すべきなのか｡

この点についてわれわれは､それはミクロ的 ･個別的には妥当ではあっても､現在の日本経済の状況

の下ではマクロ的 ･全体的には必ずしも妥当性を有しないものと考える｡その根拠は､こうした見解が

日本経済に占める中小企業の比重及びその意味を軽視ないし無視しているからだ｡そこで､念のために

この点をここで改めて確認しておくと､中小企業の日本経済に占める比重は現時点においても極めて大

きく且つその意味は重要なのである｡例えば､1995年時点で従業員4人以上の事業所 (製造業)を対象

にして従業員規模別に中小企業 (299人以下の事業所)と大企業 (300人以上の事業所)の経済的地位を

を比較してみると (注7)､(イ)事業所数では中小企業99%､大企業 1%と中小企業が圧倒的な割合を

占めている､(ロ)従業員数でも前者 (71.9%)が後者 (28.1%)を大幅に上回っており事業所数のケー

ス程ではないにして･も同様の傾向にある､(ハ)付加価値額でも依然として前者 (55.6%)が後者 (44.

4%)を上回っている､(ニ)製造品出荷額等でようやく前者 (51.3%)と後著 (48.7%)の割合がほぼ

括抗している-ということから明らかなように中小企業の比重が大企業のそれを大きく凌駕しているの

であって､産業組織的iこも日本経済にとって中小企業は欠かせない存在なのである｡

こうした ｢現実｣を考慮すれば､転換 ･創業を促進する筈の ｢構造改革｣が､国際分業の構造変化に

よってその継続性が低下させられている今日の状況下では､逆に日本経済における ｢二極分解｣(注8)

を促進することによってその披行性を深め景気上昇を阻み経済を停滞させ再び転換率の一層の低下や廃

業率のさらなる上昇を通じて継続性低下を促進するという悪循環に繋がりかねない危険性を学んでいる

ということは､決して無視できない筈であり､その意味で ｢構造改革｣推進論は楽観的に過ぎると言わ

ざるを得ないのである (注 9)0

従ってわれわれは､転換 ･創業における継続性維持の試み自体は評価すべきであるが､それだけでは
し

その維持自体に必ずしも成功するとは限らないのであって､その意味では､ ミクロ的 ･個別的な対応と

ともに何らかのマクロ的 ･全体的な対応が新たに必要であると考える｡その場合マクロ的 ･全体的対応

とは､継続性低下の構造要因を緩和ないし除去するための ｢改革｣(それは言葉の本来の意味での構造

改革でなければならない)を伴ったマクロ的 ･全体的な転換でなければならないのであり､こうした転

換を伴ってはじめて転換 ･創業のためのミクロ的 ･個別的試みが実を結ぶのである｡

では如何なる転換かあり得るのか｡この点を新潟県産業集積活性化に関連ずけて次章で考えてみよう｡

(注 1)拙稿 ｢県央地場 ･地域産業活性化のための課題一情報化時代における 『革新的企業』群形成と

産 ･学 ･官協カー｣(新潟経営大学共同研究プロジェクト『国際分業の進展と地場産業一高付

加価値化を巡る問題点と課題-』[1997年2月])P.88参照｡

(注2)この点に関連して伊丹敬之 ･一橋大学教授は日本の今後の成長産業について興味深い指摘を行っ

ておられる｡すなわち､それを ｢統合型産業｣と ｢支援型産業｣という概念に整理 し､｢統合

型産業｣とは ｢独自に使用価値があるというより､様々な単独製品をっなぎ統合して使うこと

で価値を生み出すというもので､情報通信機器､ソフト産業､情報通信のシステム産業などが

それである｣とし､｢支援型産業｣とは ｢外国で最終財を生産する際に必要となる高機能部品､

/高機能材料などの財を提供する産業だ｣とした上で,両者は密接な関係に′あるとされる (伊丹

敬之 ｢第3の波をもたらす東アジアの発展｣[日本経済研究センター会報<1997.5.1/15>]

P.33参照)｡両産業を統合的に捉えるべきだとするこうした問題整理に基づけば､本章で論
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じている国際分業高度化への対応と産業構造高度化への対応も自ずから密接な関連性を持つと

いうことになる｡

(注3)サービス経済化と小規模企業との関係については､清成忠男 ･法政大学学長が的確な指摘を行っ

ておられる (清成忠男 ｢新時代開く 『マイクロ 企業』[日本経済新聞<1997年 6月6日号> ]

参照)｡さらにこの点は情報化問題についても当てはまるとしているのは TheEconomist誌

である (TheEconomist`̀ASurveyoftheWorldEconomy-Thehitchhicker'sguide

tocybernomics" [TheEconomistSeptembPr28th1996]P.Survey38参照).

(注4)清成氏の指摘によれば､1995年における個人企業数の構成については､非農林分野の個人企業

615万社のうちサービス業は185万社 (全体の30.1%)､うち専門サービス業84万社 (同13.7%)

であり､一方製造業は105万社 (同17.1%)､小売 り業は110万社 (同17.9%)となっている

(清成忠男 ｢同上｣より)｡

(注 5)清成忠男 ｢同上｣参照｡

(注6)清成氏は､｢両者 (製造業と小売業)の減少が (個人企業)全体の減少に大きく寄与 している｣

(清成忠男 ｢同上｣)のであって､個人企業数の減少は新旧交代を意味しておりそれ自体むしろ

好ましいことだと暗に示唆されている (同上参照)0

(注 7)平成9年度 『中小企業白書』付属統計資料 6-9表 (P.6--9)より.

(注8)製造業 ･大企業と非製造業 ･中小企業との格差拡大を主因とする日本経済の ｢二極分解｣は以

下の通りである｡まず業況判断指数 (DI:｢業況が良い｣とする企業割合から ｢業況が悪い｣

とする企業割合を引いたもの)については､主要製造業 (大企業)は1997年に入ってようやく

プラスに転 じているが､非製造業及び中小企業は依然としてマイナスを記録しており97年に入

ると再び業況悪化の兆 しを示している (図表Ⅳ-2-4 [1]参照)0(さらに､全国信用金庫

協会調べによると中小企業のDIは97年 7-9月期にはさらに悪化 しマイナス25.4[前期実績比

4.3ポイント､前期見通 し比8.1ポイントそれぞれ低下]に迄落ち込んでいるとされる [朝日新

聞97年10月14日より]｡また日銀の97年12月期短観でも中小企業は､製造業がマイナス21[前

期比 8ポイント低下]､非製造業がマイナス25[同7ポイント低下]とそれぞれ大幅に悪化 し

たとされる [朝日新聞97年12月15日より]｡).こうした業況における格差は生産活動における

格差拡大に繋がっている｡中小企業の生産指数は未だに90年の水準を下回っているのみならず､

97年の4-6月期には大企業の105.8に対 して95.5と一段と差が開いている (同表 [2]参照)0

さらに設備投資の面でも大きな差が存在している｡製造業 ･大企業における97年度投資は8.5

%の拡大が見込まれている (日本経済新聞社調べ [日経1997年 9月9日より])のに対 して中

堅 ･中小企業製造業におけるそれは11%減少すると予測されている (日本債券信用銀行調べ

[日経97年 8月19日より])｡こうした非製造業 ･中小企業の犠牲の下で上場製造業の収益力は

順調に回復し96年度の売上高経常利益率は4.1%と3年連続で上昇 しバブル期前の水準にほぼ

戻ったのである｡ しかしながら市場は､こうした製造業大企業の収益力回復を日本経済_の再生

に繋がるとは必ずしもみておらず､むしろ逆に日本経済の披行性を深めその結果景気回復を反

転させかねない要因とみなしているようだ｡そ の後の事態は正に市場の予測通 りに展開し始

めている｡すなわち､中小企業q)不振を横目にこれ迄プラスの業況判断を下 していた大企業自

体もそれをマイナスに変え始めている｡例えば､先の日銀12月期短観でも大企業のDIは製造

業でマイナス11(前期より14ポイント下落)､非製造業ではさらにマイナス20(同 5ボイント
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低下)と言うようにまるで中小企業と先を争うかの如く急落している｡問題はそれだけに止まっ

ている訳ではない｡̀金融不安の影響も深刻な様相を呈している｡拡大する金融不安を背景に金

屑虫機関の ｢貸し渋り｣すなわち信用収縮が強まり資金供給機能が急速に低下し始めているから

だ｡■上記短観でも ｢貸し出し態度判断指数｣が中小企業が前期より10ポイントも悪化してマイ

ナス1に転じてい るのみならず､大企業の場合も辛うじてプラス3を維持してはいるものの前
/

期に対してやはり16ポイントも悪化している (朝日新聞97年12月15日より)｡しかも98年3月期

についての予測は､中小企業がマイナス10とさらに落ち込むのみならず大企業もマイナス14と

･中小企業以上に悪化するものとみられている (同)｡こうした景気後退に対する懸念は､既に

景気先行きに対する不安から低迷していた証券市場､金融市場そして為替市場の不安感 (図表

Ⅳ-2｣4[3]参照)を増幅させこれらの市場をさらに低迷させることによって実体経済を

一層悪化させるという市場と実体経済の悪循環に結びっく危険性を学んでおり､そうなると日

本経済はいよいよ本格的な景気後退を余儀なくされることになる｡尤も循環論的観点に立てば､

景気先行き不安感を反映した円安自体が∴日本の輸出拡大を通じて内需の停滞をカバーし､景

気の落ち込みを防ぐという効果を発揮するので､景気不安感が増したからといってそれが直ち

に本格的な景気後退に繋がるとは限らない｡むしろ､｢二極分解｣問題の本は､景気動向への

関わり合いという短期循環的なところにあるのではなく､それが日本経済の ｢空洞化｣を本格

化させる可能性を学んでいるという意味で中長期構造問題に係わっているということを理解す

べきである｡すなわち､上記の製造業大企業設備投資動向を具に検討してみると､企業の多国

籍化が進展し且つ国内需要が停滞している今日のような状況の下では､投資が国内投資すなわ

ち設備投資から海外投資へとシフトする-それは国内投資と海外投資の関係が補完関係から代

替関係へと変化することを意味している一可能性が形成されており (永岡文庸 "産業界の景気

の真相-まだら模様ではなく2極化-"[日経97年9月7日]及び島田章 `̀製造業頼みの景気回

復限界''[日経97年 9月9日]参照｡尤も1997年に関してはアジアにおける "金融危機''のせ

いで日本の対アジア投資は前年に対して6.3%減少したとされるが [朝日新聞97年11月28日よ

り]､それは "金融危機''という特別な事情によるものであって､それによってアジアの経 済

成長力が損なわれるというような事態が発生しない限り対アジア投資の拡大という基調が変化

したとみなすことはできないであろう)､そうなると ｢所得の海外漏洩｣(拙著 『地域経済の空

洞化と東アジアーアジアとの共生のために-』[1996年 3月､明石書店刊]P.117-119参照)

亘争ならず ｢投資の海外漏洩｣(同書P.119-120参照)迄もが発生し､｢二極分解｣が､製造

､ノ業 ･大企業と非製造業 ･中小企業との間での二極化だけに止まらず投資におけ.8二極化つまり

-投資の海外投資と由内投資への二極化に迄波及することによって日本経済の本格的な ｢空洞イU

へ ･と繋がりかねないという危険性が生じているという点にこそ問題の本質があると言 うべき

であろうb(尤もそのことは景気に対する中小企業の役割を軽視してもよいということではな

い｡日本経済における過去の景気回復においては常に中小企業が先導的役割を果たしてきたし､

∴カ ))<ヵにおいても前述 したように [第 1章<注8>参照]中′J唾 業が景気回復に果たす役割

は現在もなお大きいのである｡)

(注9)さらに注意を要するのは､ベンチャー企業自体の倒産が増加しているということである｡現在

の "ベンチャー･ブーム"は戦後3回目のものであり (第 1回は1970年代前半に発生し70年代

末の石油危機によってその幕を閉じ､また第2回目は80年代半ばから登場しその後の過剰設備
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投資と共に挫折した)､主要ベンチャー企業の96年度投資額も前年に比べ5割も増加 し2,300億

円に達しているが (日本経済新聞97年12月17日より)､それと同時にベンチャー企業の倒産件

数が97年 1-11月には過去最高を記録した86年の53件に早くも肩を並べるに至っており (同97

年12月16日より)､しかも現在の信用収縮動向からみて､その数がさらに増加することは避け

られそうにないようだ｡

図表Ⅳ-2-1 進出先の事業

0 5 10 15 20 25 30(%)

住 宅 関 連 産 業

環 境 関 連 産 業

情 報 通 信 関 連 産 業

医 療 ･福 祉 関 連 産 業

新 製 造 技 術 関 連 産 業

生 活 文 化 関 連 産 業

流 通 ･物 流 関 連 産 業

新エ ネルギー･省エ ネル
ギー関連産業

人 材 関 連 産 業

新 製 造 技 術 関 連 産 業

情 報 通 信 関 連 産 業

環 境 関 連 産 業

医 療 ･福 祉 関 連 産 業

住 宅 関 連 産 業

生活文化関連産業
新エネルギー･省エネ
ルギー関連産業
流通 ･物流関連産業
都市環境整備関連産業

ビジネス支援関連産業
バ イオテクノロジー
関連産業
そ の 他

図表Ⅳ-2-2 創造法認定事業の産業分野

5 10 15 20 25 30 35(%)

図表Ⅳ-2-3 経済のサービス化と個人企業

[1]経済のサービス<アメリカ>

(出所)TheEconomist"ASurr

eyoftheWorldEconomy-T
hehitchhiker'sguidetocyber
nomics"(TheEconomistSep
tmber28th1996)P,Suruey7
より
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[2]個人企業数

･個人企繕政
(非農林真､ドイツ【詑拝以前は旧西独)

15ー0百 5万社o 竺 ｢

千8本

-●一●-I-■一一一●､ ●ー

-集中｢ 〔ドイツ.

(出所)清盛忠男 ｢新時代｣開く 『マクロ企業』｣
(日本経済新聞1997年 6月6日)より



図表Ⅳ-2-4 景 気 指 標

[1]日銀短観主要企業DI
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(出所)日本経済新聞1997年8月10日より

[2]規模別の生産指数

(出所)日本経済新聞1997年 8月6日より
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[3]長期金利､株価､為替の最近の動き
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第 3章 新潟県産業集積の問題点と課題

第 1節 後退する新潟県産業集積

産業集積地域が後退する中で新潟県のそれも例外ではない｡この問題を検討する上でまず新潟県の製

造業の動向を一瞥しておく必要がある｡

1.地盤沈下が著 しい製造業

同県の製造業の推移を概観してみると､1990年に至る迄はほぼ順調に拡大 してきたのであるが､90

年代に入るとバブル崩壊の影響も加わって停滞に転 じている｡そのことは製品出荷額､事要所数さら

には従業者数の何れにおいても指摘できる (図表Ⅳ-3-1参照)｡そq)結果製造業の同県産業に占

める比重は顕著に低下 しているのである｡例えば県内総生産における製造業の比重の推移をみると､

80年には30%に近かったのが94年には22.1%に迄低下 している｡ これは全国の水準 (92年で29.5%)

と比較 してもかなり低いものに止まっている｡

こうした製造業の地盤沈下は製造業内部における業種別浮沈と密接に係わらており｣そしてこの業種

別浮沈は同県産業集積地域のそれと表裏の関係にあると言える｡まず台頭する業種としては電気機械が

挙げられる｡同業種は80年代に入り急速に拡大し85年には県内工業出荷額の中で既に12.8%と最大の地

位を占めるに至り､以来その地位を守り続けているのみならず､さらに94年には18.5%と傑出した地位

を築くのである｡しかしながら電気機械のこうした拡大にもかかわらず､従来重要な地位を占めてきた

金属製品､繊維製品さらには木工 ･家具等の地場産業が後退したために､それは同県製造業の停滞を阻

止し得なかったのである｡従って電気機械の台頭も地場産業の後退を決してカバーし得てはいないとい

う点をわれわれは強調しておく必要があるだろう｡それは､プレス金属製品やニット等の製品が同県の

製造品出荷額の中で今日もなお大きな比重を占めており (図表Ⅳ-3-2参照)､且つ三条 ･燕圏に代

表される産地の経済的地位が新潟圏に次いで大きい (図表Ⅳ-3-3[1]･[2]参照)ということか

らも領けよう｡そこで次に地場産業及びそれに係わる産地の動向について検討しておこう｡

2.後退する産地

(1) 三条 ･燕地域

同県の地場産業にとって最も重要な地位を占めるのは三条 ･燕地域を主要産地とする金属製品で

ある｡そこでまず金属製品の動向からみてみよう｡金属製品が同県工業全体に占める割合は1994年

現在事業所数で27.5% (県内第4位)､従業者数で13.8% (同第2位)､製造品出荷額等で12% (同

第3位)であり､その地位は今なお重要である (注 1)｡従って同製品は同県ゐ主要産業を代表 し

ていると言える｡ しかしながら同製品の近年における後退が覆うべ～(もないということもまた事実iiiiZノ
である｡例えば94年についてみてみると､前年に対 して事業所数で2.9%滅､従業者数で0.6%減さ

らに製造品出荷額等でも3.3野減と低落傾向を依然として辿っている (注2)｡こうした低落傾向は

同製品の主要産地である三条 ･燕地域におけるそれを反映したものであるという点については前年

度研究において既に指摘 したところである (注 3)0

(2) 五泉 ･見附等

次に五泉 ･見附等金属製品産地に次 ぐ産地を抱える繊維産業を取り上げてみよう｡同産業の衰退

もまた著しい｡同県の繊維産業は主として絹織物､合繊織物及びニットの三業種からなる｡これら
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の業種全体が同県製造業に占める割合をみると､1994年現在で事業所数では17.7%､従業者数では

15.7%と金属製品に次ぐ地位を今日なお保持している (注4)｡しかしながらその推移をみると衰

退の著しさに驚きを禁じ得ないのである｡まず事業所数は94年にはピーク時の89年より14.5%減少

しており､従業者数も同じく9.3%減少 し､さらに製造品出荷額等も同じく13.8%減少 している

(注5)｡その結果同産業の新潟県工業に占める地位も､69年から75年にかけては県内第 1位の地位

を保持していたのが94年には第5位の地位に甘んじているのである (注6)｡ こうした繊維産業の

後退はやはり､/同産業の主要産地である五泉 ･見附等におけるそれを反映したものであるというこ

とも既に指摘している (注7)0

(3)加茂地域

最後に加茂を中心とする木工 ･家具業の停滞も看過できない｡新潟県の木工 ･家具業の推移をみ

るとこ事業所数では94年には89年に比べて19.1%減少しており､従業者数でも同じく87.4タ̀減少し､

さらに製造品出荷額等でも同じく97.2%減少している (注8)｡その結果､木材 ･木製品製造業が

同県工業に占める割合は､94年におI､ては事業所数で4.3%､従業者数で2.1%さらに製造品出荷額

等で1.7%と低下を余儀なくされている (達9)｡木工 ･家具業におけるこうした後退はやはり加茂

市の木工 ･家具業における不振を反映しているとみられる (注10)0

第 2節 構造調整を迫 られる企業経営

では､新潟県産業集積における後退の要因は何か｡この点を理解するために同県における企業経営が

現在どのような問題を抱えているのかということをみておこう｡日本銀行新潟支店は県内企業がどのよ

うな経営上の問題点を抱えているのかについてアンケート調査を行ったが (注11)､それによれば､最

大の問題とされているのが ｢売り上げ･受注の伸び悩み ･減少｣であり (全体の23.1%を占める)､次

いで ｢販売 ･受注先からの値引き要請 (価格破壊など)｣(同じく19.4%)､｢利益の伸び悩み ･縮小｣

(同17.4%)等が指摘されており､さらに ｢市場の変化が従来よりスピードアップしていること｣(同9.

7%)､｢多品種 ･小ロット･短納期要請の強まり｣(同9.5%)､｢新規参入企業や海外製品との競合激化｣

(同8･3%)､｢従業員の高齢化や後継者難｣(同6%)等がその後を追っている｡ こ?ことは､新潟県に

おいても需要構造の変化や競争条件の変化及び流通構造の変化によるその結合 ･相乗化 (注12)が企業

経営を脅かす最大の要因となっているということを物語っている｡ そして､需要構造及び競争条件の双

方における変化及び流噂システムにおける再編成によって促進される二つの変化の結合 ･相乗化の背景

にはやはり国際分業の進展が横たわっているのである (注13)｡従って､新潟県産業集積の後退 もこう

した企業経営上の問題点を惹起させた要因と深く係わっていると考えられよう｡

第 3節 低下する製造業集積ダイナ ミズム

ところで､同県の場合も産業集積就中製造業集積ダイナミズムの低下に見舞われている｡

1.製造業開廃業率の悪化

まず開廃業率の推移についてみてみよう｡新潟県の場合も開廃業率の推移は全国動向と同様に90年
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代に入ると共に廃業率が開業率を上回るという逆転現象が進行している (図表Ⅳ-3-4[1]参照)0

とりわけ､製造業を取り出して観察するとこの点はより明確となる (図表Ⅳ-3-4 [2]参照)0

とくに90年代以降の状況をみてみると､廃業率が急上昇しているにもかかわらず､創業率が横這いに

止まっていることからも事態が全国的な状況に比較してもより悪化しているということが読みとれる｡

製造業創業率が停滞的であるのは企業の新設が工場立地とともに90年代以降大きく落ち込んでいると

いうことに原因があると考えられる (図表Ⅳ-3-5参照)0

2.サービス業開廃業率の改善とその問題点

他方､新潟県の場合全産業ベースでの開業率が90年代に入ってかなり顕著に上昇しているが､製造

業における創業が不振に鳴いでいることを考えれば､それは結局非製造業すなわちサ丁ビス業や建設

業におけるそれが近年上昇し始めているということを窺わせる (図表Ⅳ-3-4 [1]参照)｡ この

ことは､サービス業の事業所数の大幅な増加によっても裏ずけられる (図表Ⅳ-3-6 [1]参照)0

さらにサービス要の事業所が拡大したのは事業所関連サービス業及び知識関連サービス業就中前者

の急増によるものであるが (図表Ⅳ-3-6 [1]参照)､このうち前者の中では情報サービス業の

増加が顧著である (図表Ⅳ -3-6 [2]参照)0

しかしながら､事業所関連や知識関連を中心とするサービス業の増加は実は新潟市を中軸とする新

潟圏によって主導されたものであるが､それが県内地域構造の再編成と表裏の関係にあるとするなら

ば､それは製造業集積地域である三条 ･燕地域等産地の後退に対 してさらに拍車を掛けるという結果

に終わりかねないという側面を持っているということに対 してわれわれは注意を払っておかなければ

ならないであろう (注14)｡その意味でサービス業における創業率上昇が､同県産業集積のダイナ ミ

ズムにとってプラスの役割を果たすと同時に､他方それが事業所サービスや知識関連サービスの新潟

圏集中に終わるならば､必ずしも同県産業集積にとってプラスにのみなるとは限らないのである｡

第 4節 転換 ･創業の模索と課題

こうした中で､同県においても業種転換及び創業への様々な試みが行われている｡

1.転換 ･創業の模索

(1)業~種 転 換

まず業種転換の試みであるが､前述 した日銀の調査によれば､構造調整圧力への対応策として､

合理化 ･省力化とともに新製品開発意欲や新事業分野への進出意欲が極めて強いとされており (図

表Ⅳ-3-7 [1]参照)､実際にもそうした事例が紹介されている (図表Ⅳ-3-7[2]参照)0

そして転換の方向が､将来の成長分野と目される住宅関連分野､新製造技術関連分野､生活文化関

連分野､環境 ･エネルギー関連分野さらには情報 ･通信関連分野であるとされるが (注15)､ この

点も全国的な傾向とほぼ合致していると考えてよいであろう｡

(2) 創 業

次に創業であるが､全業種をカバーして調査したものとしては (財)新潟経済社会 リサ ーチセン

ターのアンケート調査が挙げられる (注16)｡さらに製造業に関しては北越銀行経済研究所のアン

ケート調査がある (注17)｡
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まず前者によって全体について概観すると以下の通りである｡1989年以降に創業した県内企業数

は1,700社であるが､そのうちアンケートに応じた企業 (314社､有効回答率18.5%)を分析すると､

(イ)企業規模については､a.資本金別でみると､500万円以下の企業が46.8%を占めており､60

0-1,000万円の企業 ′(27.4%)と合わせると1,000万円以下の企業で全体の7割強が占められている､

b.従業員規模別では､4人以下で5割弱､9人以下では7割強が占められており (その結果従業

員数の平均は9.5人)､ C.全体として小規模､零細な企業が大半を占めている-という特徴を指摘

できる､(ロ)業種別では､｢サーギス業｣が26･4%と最も多く､次いで ｢建設業｣22･9%､｢製造

業｣16.6%､｢小売業､飲食店｣16.2%､｢卸売業｣8.9%､｢不動産業｣4.1%､｢運輸 ･通信業｣3.2

%､｢農林水産業｣0.6%の順となっていることからも明らかなように､サービス業や建設業が中心

となっており製造業の比重は必ずしも高くはない-という特徴が浮かび上がる (注18)0

このように向県創業は､サービス業や建設業を主体とし且つ小規模 ･零細なものからなるという

特徴を持っているのである｡

では同県創業はどのような性格を有しているのか｡こ●の点を製造業に関して後者のホクギン経済

研調査に即して検討してみると以下の通りである (85年以降に製造業で事業を開始した企業数は97

8社を数えるが､うち回答を得たのは199杜 [有効回答率20.3%]であったとされる)0(イ)創業目

的については､｢既存製品の高級化 ･高付加価値化｣が37%と最も多く､次いで ｢新 しい種類の製

品開発による新分野進出｣が35%､そして ｢全く異業種分野への進出｣が28%とその後を追ってい

るが､このことからも明らかなように新製品開発を含めて新事業分野への進出を目的とする企業が

大半を占めている､(ロ)上記新分野進出の理由については､｢消費者ニーズ等需要 ･市場の変化｣

を挙げるものが37%､｢既存の事業分野の不況｣が同じく30%､同じく ｢技術革新による需要 ･市

場の変化｣が30%､｢情報化の進展による需要 ･市場の変化｣が13%等となっており､需要構造の

変化への対応が最も重視されている (注19)0

従って需要構造の変化-対応するために新分野へ進出するというのが少なくとも製造業における

創業の主たる目的をなしていると言えよう｡

かくして同県においても転換 ･創業に向けて大きな努力が払われており､それは同県産業集積に

おけるダイナミズムの確保という観点から当然評価されるべきであるが､同時にそこには全国の場

合と同様に限界が存在しているということもこれまた否定し難いのである｡

2.転換 ･創業の限界

(1) 産地後退の意味

まず第 1に､産地後退の意味をどのように考えるべきなのかという問題が存在する｡ この点を考

えるに当たって中小企業の割合の大きさが同県の場合極めて大きな重荷となっているということを

指摘しておかなければならない｡同県の製造業における事業所数､従業員数､製造品出荷額等さら

に付加価値額を従業員規模別 (299人以下 [A]と300人以上 [B]とに区分する)でそれぞれ全国

の場合と比較すると以下の通りとなる (但し1994年時点で従業者4人以上の事業所を対象とする)0

事業所数では同県 ([A]の構成比が99.3%に対 して [B]のそれは0.7%である) と全国 ([A]

が99.0%､[B]が1.0%)との問にさほどの相違はないが､従業員数の場合には同県 ([A]83.2%､

[B]16.8%)は全国 ([A]71.5%､[B]28.5%)に比べ中小企業の割合がかなり大きくなる｡さ
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らに製造品出荷額等や付加価値額では同県の場合中小企業の比重は一層高 くなっている｡製造品出

荷額等では同県 ([A]70.6%､[B]29.4%)に対 して全国 ([A]51.3%､ [B]48.7%)の中小

企業が大 きく低下 しているし､付加価値額でも同県 ([A]71.7%､ [B]28.3%)に比べ全国

([A]55.9%､[B]44.1%)の中小企業は同様の姿を示 している (注20)0

このように､同県においては今日もなお中小企業の割合が大きく､ しかもその割合は従業者数で

は全国水準をさらに上回っており､出荷額及び付加価値額に至っては全国水準を遥かに凌駕 してい

るのである｡同県にとって中小企業における転換 ･創業の継続性維持は他の地域に比べて遥かに死

活的な問題である筈だが､その中小企業の多 くが依拠 している肝心の産地が上述 したように後退の

一途を辿っているとすれば､同県産業集積のダイナミズムの維持は容易ならぬところに追い込まれ

ていると考えざるを得ないのである｡

(2) 披行性を強める新潟県経済

第 2に､産地経済の困難性が同県経済の政行性を一層押 し進める危険性が存在するということも

また看過できないであろう｡ しかも上述 したように､同県の場合全国と比べても中小企業の比重が

大きいあだから､そうした危険性もまたより大きいということにも注意を払っておく必要があるだ

ろう｡同県における景気指標をみると､やはり大企業の回復ぶりに対 して中小企業の停滞性が際立

ち始めているが (注21)､一旦二極分解過程が開始されると､上記の理由により､そのマクロ的影

響は他の地域に比べてより深刻なものとならざるをえないものと想定される｡

かくして､同県がいわゆる悪循環の過程に陥る危険性が高いということにわれわれは注意を払っ

ておかなければならないであろう (注22)0

こうして､同県において悪循環が発生するようなことになれば､それによって上記の産地経済の

後退が一層促進されるということになり､ ミクロ的 ･個別的な転換 ･創業への試みだけでは最早問

題が解決できないという状況に同県もまた追い込まれることになる｡ しかも､同県が産地を抱える

全国有数の産業集積地域であることを考慮すれば､問題はよ,り深刻な様相を帯びるものと想定され

る｡かくして､同県においても､転換 ･創業の試みを引き続き続けるとともに (注23)､それだけ

ではなくマクロ的且つ全体的な枠組みの転換に対 しても準備を開始する必要があるということを指

摘 しておくべきであろう｡では枠組みの転換とは一体何か｡この点を次に検討 してみよう｡

(注 1)新潟県商工労働部 『新潟県の商工業』(平成8年度版)P.96より｡

(注 2)同上｡

(注 3)拙稿 ｢県央地場 ･地域産業活性化のための課題一情報化時代における 『革新的企業』群形成と

産 ･学 ･官協カー｣(新潟経営大学 ･共同研究プロジェクト『国際分業の進展 と地場産業一高

付加価値化を巡る問題点と課題-』[1997年2月]P.70参照｡

(注4)新潟県商工労働部 『同上』P.79より｡

(注 5)同上｡

(注 6)同上｡

(注 7)拙稿 ｢同上｣P.74-75参照｡

(注8)新潟県商工労働部 『同上』P.84-85より｡

(注9)向上｡

(注10)拙稿 『同上』P.77-78参照｡
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(注11)日本銀行新潟支店 ｢構造調整圧力に関する調査結果｣(1997年 5月13日)

(注12)拙稿 ｢同上｣P.52-55参照｡

(注13)この点についても前年度研究において既に指摘している (拙稿 ｢同上｣)P.48-51参照｡

(注14)拙稿 ｢同上｣P･-7声-74参照｡

(注15)新潟県 『新潟県21世紀産業ビジョンー自立型企業の倍増を目指して-』(1996年6月)P.52参照｡

(注16) (財)新潟経済社会 リサーチセンター ｢新潟県における新規 ･創業企業の現状と課題｣(｢セン

ター月報｣'97/5)

(注17)北越銀行経済研究所 ｢創業企業が牽引する明日の新潟県工業｣(｢ホクギンクオータリー､｣第11

1号)

(注18)(財)新潟経済社会 リサーチセンター ｢同上｣P.4-5より｡

(注19)北越銀行経済研究所 ｢同上｣P.19-28より｡

(注20)新潟県商工労働部 『同上』P.62より計算｡

(注21)例えば 新潟県信用組合の調査によれば､新潟県の中小零細企業の景況は受注 ･売上高DI(改

善度マイナス悪化度)でみた場合1996年10月-97年5月期は6業種中4業種で前回調査よりも

悪化 しているとされる (日本経済新聞1997年 8月 1日より)｡また大蔵省新潟財務事務所調べ

でも新潟県中小企業の業況 BSI(｢上昇｣から ｢下降｣を引いた企業数構成比)は97年 7-9

月期にはマイナス15.7と全体 (マイナス10.8)に比較 してもさらに大幅に落ち込んでいると伝

えられる (新潟日報97年 9月23日)｡さらに新潟県中小企業振興公社の調べによれば､97年10

月時点における同県中小企業の受注生産状況は､｢増加｣が前回調査 (97年 4月) に比べ10ポ

イント低下 し全体の中で15.7%を占めるに過ぎないのに対 して､｢減少｣ は逆に16.3ポイント

上昇 し同じく37.8%と ｢横這い｣(同45.5%)-に次ぐ大 きな比重を占めているとされる (新潟

日報97年11月28日より)0(なお業種別にみると､全業種に亘って減少 しているが､就中､木製

品､非鉄金属 ･輸送用機器､金属製品などの減少割合が大きいとされている)｡ さらに同調査

による受注見通は､前回に対 して ｢増加｣が4.5ポイント､｢横這い｣が3.9ポイントそれぞれ

低下 している反面､｢減少｣は13ポイントとひき続き上昇しており､先行きに対する中小企業

の不安感が一層増 している姿を浮かび上がらせる結果となっている｡ しかも､こうした先行き

不安感は同県の中小企業を覆い始めている信用収縮の懸念によってさらに増幅される可能性が

強まっているということも見逃せないであろう (月本経済新聞97年12月4日参照)0

(注22)まず業況判断の悪化が懸念される｡例えば日銀の1997年12月期短観によれば､新潟県内企業の

DIは全国の場合よりさらに悪化 しており､97年 9-12月期には前期に引き続きさらに9ポイン

ト低下 しマイナス24となっており､98年 1-3月期もマイナス41と一層悪化する見通しである

とされる (日本経済新聞97年12月16日より)｡また金融機関の貸 し出しDI(｢ゆるい｣ と回答

した企業数から ｢厳 しい｣とする数を引いた数値)も98年 1-3月見通しはマイナス2となっ

ており､16年ぶりにマイナスに転落していることが注目される (同)｡さらに､ホクギシ経済

研究所の新潟県景況調査も97年 7-9月期のDIはマイナス18.0と前期のマイナス15.1からさら

に悪化 したとされる (日経97年10月21日より)｡こうした業況判断の悪化は設備投資にも影響

Lを及ぼしている｡例えば日本開発銀行が行った97年度の県内企業設備投資は全産業で前年度に

対 して15.3%減少する (うち製造業6.1%増､非製造業26.3%減)と予測しており (新潟日報97

年9月20日より)､また興 銀も同じく17%減少する (うち製造業12%滅､非製造業19%減)と予

測している (日経97年10月31日より)｡

(注23)伝えられるところでは､新潟県の産業類型別製造品出荷額において加工組立型が初めて基礎素
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材型を上回ったとされるが (図表Ⅳ-3-8参照)､こうした産業構造の高度化が業種転換や創

業と密接に関わっていることは明らかであり､同県の産業構造の高度化にとっても転換 ･創業

の必要性が大きいということは言う迄もないことだ｡

国表Ⅳ-3-1 県内製造業晶出荷額等の推移 (全事業所)

(兆ll9753円) ■●■■- 事業所数前年比増加率 (%I一､J 讐 雷霊㌢㌍ 増加苧一一 )△△△△)

...一一

(607ブラザ合意(60.9)6) (61 -----←一ll) ( 一一､--__ ;9) (510)～

後退期 拡張期 _後退期 ~拡張期∴
円高不況 平成バブル景気 .平成不'況

･p.､､-:

:.:.:.T,I,.:.,eRre.:_:(,て.:ヰ‥.:.:_禦‥てー=. _,T.….: :.〟.■-

(出所)北越銀行 『ホクギンクオータリー』(第111号)P12より

国表Ⅳ-3-2 県内品目別製造品出荷額 (平成6年､従業者4人の事業所)

製 造 品 目 名 産出事業所数 製 造 品 出 荷 額(億円) 全 国順 位 -全国に占める割合

半導体集積回路 5 1,494 8位 2.9%

米菓 49 1,358 1位 40.7%

その他打抜 .プレス金属製品 195 752 1位 28.0%

その他の計量器 .測定器 9 752 2位 22.7%

その他の有機化学工業製品 6 .699 1位 ll.0%

清酒 (濁酒を含む) 104 635 3位 6,6%

ニット製成人女子 .少女用セーター. 233 606 1.位 22.0%~
カーディガン.ベスト類

鉄骨 169 -~595 6位 4.1%

磁気ヘッド 19 576 1位 23.4%

自動車ガゾリン (航空ガソリンを含む) 4 569 6位 1.7%

水産錬製品 29 506 2位 9.6%

プリ.ント配線板 (配線済みのもの)̀ 16 480 7位 5.7%

石油ストーブ 5 436 1位 37.6%

ビスケット類､干菓子 25 345 4位 9.1%

日用雑貨 .-台所用品 .食卓用品 .浴 100 322 4位 6.1%
室用品

ニット製成人男子 .少年用セーター. 99 316 1位 44.7%
カーディガン.ベスト類

特殊用途鋼 . 3 297 6位 4.2%

切餅､包装餅 (和生菓子を除く) 50 二293 1位 52.1%

鍛工品 36 291 6位 6二4%

食卓用ナイラ.フォーク.大プ-ン 133 274 1位 85.6%
(メッキ製を含む)

㌔
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注 1.製造品出荷額が県内上位30位以内
かっ全国で10以上の品目

注 2.全国順位は秘匿の対象 となった都

道府県を除 く

資料 :通産省 ｢工業統計表｣
(出所)北越銀行 『ホクギンクオータリー』

(第111号)P5より



図表Ⅳ-3-3 県内圏域別製造品出荷額等

[1]県内圏域別製造品出荷額等 (平成7年､全事業所)

資料 :新潟県企業調査部 ｢にいがた県の工業｣

(出所)北越銀行 『ホクギンクオータリー』(第111号)P7より

[2]県内市町村別製造品出荷額等 (平成7年､全事業所)

･製品出荷額等 業種別製品出荷額等の上位 3業種と市町村構成比

(億円)県内構成比 1 位 2 位 3 位

1位 新 潟 市 6,607 13.3% 石油.石炭製品 14.9% 食料品 13.9% 金属製品 ll.6%

2位 長 岡 市 4,719 9.5% 電気機械 19.3% 一般機械 19.2% 食料品 10.6%

3位 柏 崎 市 2,954 6.0% 電気機械 35.7% 一般機械 30.5% 金属製品 12.4%

4位 三 条 市 2,646 5.0% 金属製品 30.3% 電気機械 21.6% 一般機械 13.1%

5位 上 越 市 2,054 4.1% 非鉄金属 20.2% 鉄鋼 15.9% 電気機械 10.9%

6位 燕 市 1,980 4.0% 金属製品 48.4%鉄鋼 12.7% 一般機楓 ll.8%

7位 小千谷市 1,792 3.6% 電気機械 54.8% 一般機械 ll.8% 食料品 10.6%

8位 吉 田 町 1,593 3.2% 電気機械 31.6% 金属製品 25.7% 一般機械 ll.7%

9位 白 根 市 1,344 2.7% 一般機械 24.8% 食料品 24.5% 金属製品 14.6%

11位 新発田市 1,190 2.4%食料品 26.7% 電気機械 24.0% 衣服.その他 8.1%

(出所)北越銀行 『ホクギンクオータリー』(第111号)P8より



図表Ⅳ-3-4 新潟県の開廃業

[1]開業率､廃業率め推移 (非農林水産業､公務を除く)

新潟県 ･廃業率

2 t

'75-'78 '78-'81 '81-'861 l l
'86.-'89 '89-'91 '91-'94

(年)

資料 :｢事業所統計調査報告｣(総務庁)より作成

(出所)新潟県 『新潟県21世紀産業ビジョンー自立型企業の倍増を目指 して-』(1996年 6月)P.5より

㌔

[2]製造業の開廃業率

昭和61年- -平成 3年～

平成′3年 - 平成 6年

廃 .菓 _′率 3.3%.. .-4.9%

資料 :総務庁 ｢事業所統計調査｣､｢事業所名簿整理調査｣

(出所)北越銀行 『ホクギンクオータリー｣(第111号)P.2より
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図表Ⅳ-3-5 新潟県の工場 ･企業立地動向

[1]年次別工場立地動向 (件数)

56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 (年)

(ii)60年以降の県外には現地法人を含む｡

[2]年次別新設企業動向 (件数)

(件数)

56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 (年)

陸)60年以降の県外には現地法人を含む｡

資料 :県産業立地課
(出所)新潟県商工労働部 『新潟県の商工業』(1996年版)P.68より
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図表Ⅳ-3-6 新潟県のサービス業の推移

[1] 本県サービス業類型別事業所の推移

(
事

業

所

数

)

′-Hhu
(0川■ーlnu

HJl
4

0∩
)

∩)53

30,OOO -

25,000-

20,0()0-

15,000-

10,000-

5,000-

1975年=100

30()

擁哉関酎

100

口知話制凋連

a/k所関連

口趣味 ･娯楽関連

口rIJj'瞭 ･衛Zt･福祉関連

口事業所関連

□その他

'75 '78 '81 '86 '91

(ii) 知識関連-放送業､専門サービス業 (他に分焦されないもの)､教育､学術研究期間､学術 ･文化団体
生活関連-各種物品賃貸業､その他の物品賃貸業､洗濯 ･利用 ･浴場業､その他の個人サービス業､駐車場業､自動車整備

業､その他の修理業

趣味 ･娯楽関連-自動車賃貸業､スポーツ･娯楽用品賃貸業､旅館 ･その他の宿泊所､映画業､娯楽業
医療 ･衛生 ･福祉関連-医療業､保健衛生 ･廃棄物処理業､社会保険 ･社会福祉

事業所関連-産業用機械器具賃貸業､事務用機械器具賃貸業､情報サービス･調査 ･広告業､その他の事業サービス
その他-協同組合 (他に分頬されないもの)､宗教､経済団体､労働団体､政治団体､他に分類されない非営利団体､その他

のサービス業

資料 :｢事業所統計調査報告｣(総務庁)より作成

[2]本県情報サービス業業態別事務所数の推移

(
3

#

所

#

)

ー84-

資料 :｢特定サービス産業実態

調査報告書｣(通商産業省)
より作成

(出所)新潟県 『新潟県21世紀

産業ビジョンー自立型企業の

倍増を目指 して-』~(1996年
6月)P.30-31



図表Ⅳ-3-7 新潟県における業種転換の動き

[1]構造調整圧力への対応策

0 5 10 15 20 25 30 35(%)

(出所)日本銀行新潟支店 『構造調整圧力に関する調査結果』(1997年5月13日)P4より

[2]新分野進出､新商品開発の動き

新 分 野 進 出 ､ 新 商 品 開 発 の 動 き

A社 (プレス加工) 大手企業との提携により､清涼飲料水などの缶つ3号き機の製造に着辛.

B社 (金属性品製造) 個人向けデンタルツール (歯石とり､歯石 ミラ-など)め製造に着手.

C社 (金属製品製造) 栗皮剥き機 ｢栗くり坊主｣の商品性向上に注力○同製品は､通産省から賞を受賞o

D社 (金属製品製造) 雨中でも火がつけられる墓用ローソク立ての製造に着手o

E社 (電子部品製造) 大手企業の下請兎から脱皮を企図して､自社オリジナル製品の開発 .製造に注力o

F社 (電子部品製造) 視覚障害者向けに電話回路を利用した新聞朗読サービス主,ステムを開発o

G社 (機械製造) 産業廃棄物による環境悪化を防止するため､コンクリートやアスファルトのリサイクル
プラントを開発したほか生ゴミの肥料化装置の開発にも着手o

H社 スキー.身の回り品の盗難警告機､パチンコ台によって異なる大当たり信号を統一する

(プリント基盤製造) 接続機などの新商品を開発､同接続機はパチンコ業界から注目o

Ⅰ社 (繊維組合) 産業活性化基本構想の一環として､産地ブランドを確立o

資料 :｢当地企業における構造転換の動き｣(日本銀行新潟支店)より作成

(出所)新潟県 『新潟県21世紀産業ビジョン-自立型企業の倍増を目指して-』(1996年 6月)P.17より
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図表Ⅳ-3-8 新潟県の産業類型別製造出荷額

(億円)

1992

(出所)新潟日報1997年 9月4日より

93 96 (年)

第 4章 国際分業構造の転換と

｢東北アジア産業集積地域ネットワーク｣

第 1節 国際分業構造転換の必要性

現在の産業集積地域後退の要因が需要構造 ･競争条件における変化と流通システムの再編成を通じて

のその結合 ･相乗化及びそれを可能にしている国際分業就中対アジア国際分業の進展にあり､新潟県産

業集積の後退もその例外ではないということを以上で述べてきたが､そのことは､､同県の場合も産業集

積地域の再活性化のためには国際分業関係の抜本的な転換を必要とするということを示唆している｡

日本の国際分業は､基本的には技術集約度の相違を反映した付加価値レベル別に行われる分業すなわ

ち ｢付加価値レベル別分業｣(注 1)に依拠しており､しかもそれが殆ど全面的に産業構造の高度化そ

れも多国籍企業によって主導されたものであるという点にその際立った特質を有すると言えよう｡そし

て付加価値レベル別分業は産業内で行われる場合 (｢産業内分業｣)と企業内で行われる場合 (｢企業内

分業｣)とに分けられるが､企業の多国籍企業化の下で付加価値レベルが高度化するということは､そ

れは専ら ｢産業内分業｣から ｢企業内分業｣へと移行するということを意味している｡以上の過程は､

日本の産業内分業がアジア革国を対象とする電気機械や精密機械のそれにに大きく依存しており､そし

てまたこれら諸国に対する日本企業の進出と密接に関連しているために､次第に企業内分業の性格を強

めっっあるという事実 (注2)からも裏づけられよう｡
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ところで付加価値レベル別分業が日本企業の海外進出とその多国籍企業化を不可避とする限り､それ

はそうした条件を持たない産業や企業の生産活動を海外就中アジア諸国へ移譲することを余儀なくしそ

の存立基盤を危うくするということを意味している｡そのことは､前述したように中小企業や産業集積

地域がアジア製品との競争激化によっで後退を余儀なくされているということ (第1章第3節参照)と

表裏の関係で企業内分業が進展しているという事実からも容易に理解され得よう｡対アジア国際分業が

進展すればするはど中小企業を中心とする産業集積地域企業が経営困難に追い込まれるというのは､日

本の国際分業構造におけるかかる特質に負うものである｡

かくして＼産業集積地域の再活性化のためには､転換 ･創業の継続性確保という ミクロ･個別的努力

とともに､他方では日本の国際分業構造の枠組みを転換するというマクロ･全体的な政策も用意されな

ければならないのである｡つまり､国際分業構造の転換というマクロ的 ･全体的な政策を伴ってはじめ

て転換 ･創業というミクロ的 ･個別的努力も実を結ぶという訳である0

第 2節 ｢環黄海経済圏｣と東北アジア国際分業の新展開

では国際分業はどのような方向へ転換されるべきなのか｡問題は､国際分業の進展が､専ら大企業を

中心とする産業構造の高度化を通じて行われるために勢い多国籍企業化に繋がり､その結果産業組織の

ダイナミズムや産業集積の活性化には必ずしも結びっいてはいないというところにある｡従ってそうし

-た結合を如何に達成するかがわれわれの基本的な課題とされなければならない｡

その点で｣東北アジア国際分業が新たな展開を開始していることが注目される｡すなわちそれは ｢環

黄海経済圏｣の形成と発展である｡

-1. ｢環黄海経済圏｣を牽引する北九州 ･山口地方

まず東北アジア分業が､かっての日本一国中心体制から次第に日本 ･韓国 ･中国の三ヶ国体制へと

変貌を遂げていているということを指摘しておかなければならない｡すなわち､東北アジア貿易にお

ける各国貿易の比重の変化をみると､1985-86年平均では日本の比重が55.5%と圧倒的であったが､

89-90年平均では日本のそれは41.6%に迄低下しそおり､それに変わって韓国 (同じく13.1%から21.

6%へ)と中国 (同じく19.6%から24%へ)のそれが大幅に上昇しているのである (注3)｡そして､

こうした三国貿易体制を支えてい,るのが産業構造上の補完性っまり技術集約度や労働集約度の相違､に

基づく産業構造上の相違である｡つまり､(イ)日本は最も技術集約度が高く非労働集約的な産業す

なわち資本財産業や耐久消費財産業に特化し､(ロ)韓国は丁度その中間に当たる耐久消費財や技術 ･

資本集約的中間財に特化し､(-)中国 (東北地区)は日本とは逆に技術 ･資本集約的中間財､労働

集約的中間財さらには非耐久消費財等に特化しているのである (図表Ⅳ-4-1[1]参照)0

無論こうした産業構造上の相違に基ずく分業は他方では技術集約度の相違に基づく分業をも意味す

るので (図表Ⅳ-4-1[2]参照)､それは付加価値レベル別分業にも繋がるのであるが､ ここで

重要なのは､それが単に産業構造上の補完性に基づく分業であるだけではなく､産業集積地域間分業

でもあるということだ｡すなわち､日本 ･韓国 ･中国の三国間貿易を支えているのは日本の場合北九

州 ･山口地方の産業集積である｡ 北九州 ･山口地方と韓国及び中国との貿易関係をみてみると､中国

との間では生産要素間分業を背景に垂直分業的色彩が依然として濃いが､韓国との問では既に付加価

値レベル別分業の度合いを強めており､それが三国間貿易を牽引しているのだ (注4)0
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例えば､1985年から90年にかけての北部九州 (福岡県と大分県からなる地域)及び山口県の対韓輸

出の品目別構成の推移をみてみると､従来この地域の輸出を主導してきた素材型重化学工業製品の典

型である鉄鋼のシェアは19.6%から12.4%-と大幅に低下しているのに対して､加工型製品である電

気機械のそれは逆に18.2%から25.9%へと大幅に上昇している｡ そして､こうした対韓輸出の高付加

価値化は､輸出構造の高度化に反映されているだけではなく､同一産業､同一製品内でも進展してい

る｡電気機器の場合､半導体等電子部品やICの対韓輸出の増加率が電気機器全体のそれを大幅に上

回っており､一般機械の場合も､原動機や金属加工機械のそれが一般機械全体のそれを上回っている

ことからもそれは窺える｡つまり対韓輸出においては､高付加価値製品のウエイトが高まるとともに

製品の付加価値率自体も上昇しているのである｡

対韓貿易における高付加価値化は､単に輸出だけではなく輸入にも反映され始めていることも見落

とせない｡例えば､同じく85年から90年にかけての北部九州及び山口県の対韓輸入構成の推移をみる

と､やはり電気機器のシェアが14.4%から15.9%へと僅かではあれ上昇している点が注目される｡そ

れは､例えば電気産業のような高度産業においても､高付加価値製品では日本側が依然として強い競

争力を保持しているが､反面標準的な電子製品や汎用品では韓国側が日本に匹敵するかあるいはそれ

を上回る競争力を獲得し始めているということを意味している｡

このように北九州 ･山口地方と韓国との問では､既に付加価値レベル別分業が形成されつつあるが､

韓国としてはこうした対日貿易高度化を対中国貿易の拡大と高度化の牽引力として活用しているとい

うことが重要である｡同国の対中国貿易をみると､1997年からスタートし80年代後半には大幅に増大

し､85年の11.6億 ドルから90年には38.5億 ドルへと僅か5年間に3.3倍も拡大しているのであるが (注

5)､注目すべきはその商品構成の高度化である｡すなわち､中国からの輸入では繊維製品がほぼ4

割､農水産物 ･食糧と鉱物性生産物がそれぞれ2割を占め大半が軽工業品及び一次産品であるのに対

して､中国への輸出は繊維品が4割弱を占めると同時に機械 ･電子 ･電気等の高度製品が3割近くを

占めるに至っているのである｡

かくして北九州 ･山口地方は､自らの産業構造の高度化及び高付加価値化を通じて日本 ･韓国 ･中

国三国貿易の高度化を主導しているのだが､それは国家間の貿易発展に寄与しているだけではなく､

北九州 ･山口地方の産業集積が黄海を取り巻く地域における産業集積地域間分業の発展及びそれを基

盤として形成される地方経済圏すなわち ｢環黄海経済圏｣(注6)の形成 ･発展に･も貢献 していると

いうことが重要である｡

2. ｢環黄海経済国｣と北九州産業集積の活性化

しかもここで見逃してほならないのは､北九州 ･山口地方が中小企業の比重が極めて大きい産業組

織を有している集積地域であるということだ｡例えば福岡県の場合､サービス業を中心に第三次産業

の比率が高く (第三次産業比率は全国が67% [うちサービス業は17.1%]<1993年度>に対 して同県

のそれは75.1% [同18.7%]<1994年度>)従って製造業のそれが相対的に低いとはいえ (製造業比

率は全国が24.8%<1993年度>に対して同県は17.6%<1994年度>)､製造業の役割には依然として

無視Lがたいものがあり且つそこでは中小企業 (事業所規模 :従業者数4人～299人､1995年)の割

合が事業所数ベースで98.9%､従業員ベースで71.1%､製造品出荷額等で51.5%と他の地域同様大き

いのである｡

このように考えるならば､北九州 ･山口地方がその発展を牽引する国際分業の下での高付加価値化
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はそれが産業構造 ･産業組織 ･産業集積と結びっくことによって単なる多国籍企業内分業に堕するこ

となく産業構造の高度化とともに産業組織のダイナミズムの保持さらには産業集積の活性化にもそれ

なりに繋′がっているものと考えられるのである (注7)0

第.3節 ｢東北アジア産業集積地域ネットワーク｣の意義

1.東北アジア国際分業の発展と新潟県

われわれは､こうした国際分業の新たな展開がまさに東北アジアの一角において形成されっつある

ということに注目しなければならない｡従ってそれを新潟県をも対象とする環日本海分業にも波及さ

せる必要があるが､環黄海経済圏の成功は､環日本海分筆をこの地域の産業構造高度化 ･産業組織活

性化 ･産業集積地域ダイナミズムに結び付けることに成功するならばその可能性が日本海地域にも存

在するということを示唆している｡さらに､そこに近い将来における発展可能性を持っ北方地方をも

加えることによって東北アジア国際分業 (注8)を発展させ得るならば､それは東北アジアにおける

産業集積地域活性化のための枠組みづくりに大きく貢献することになるだろう｡その意味で日本海沿

岸地方屈指の産業集積地域を擁する新潟県が東北アジア国際分業の発展を主導することが期待される

のである｡

2. ｢東北アジア産業集積地域ネットワーク｣と産業集積地域

そこで東北アジア国際分業の発展が何故産業集積地域の活性化に結びつくのかということを明らか

にしておかなければならない｡それは､重層的地域構造という特質を有する東北アジアにおいては､

国債分業が､｢自然経済圏｣(注9)との関わり合いだけではなく､｢地域共同体｣(注10)の基盤とし
＼

ての役割をも担っているのであるが､そうした役割を通じて形成される共同市場と生産要素間分業と

いう需要 ･供給両面のネットワークからなる ｢東北アジア産業集積地域ネットワーク｣が産業集積地

域の活性化に対して重要な役割を果たし得る-という点に係わっている｡以下でこの点を解明してみ

よう｡

(1) 東北アジア国際分業の特質と産業集積地域ネットワーク

(》共同市場の形成

まず需要サイドの共同市場からみてみよう｡ 東北アジア地域の特質である重層性は国際分業関係

にも反映している｡東北アジアは発展段階が異なる国 ･地域から構成されており水平分業が直ちに

成立し得る訳ではない｡また生産要素の賦存状況が異なっているために比較生産費に基づく分業だ

けでも済まされない｡従って国際分業自体も重層的な性格を帯びざるをえないのである｡ 問題は､

こうした重層性を背景とするこの地域の非同質性が ｢共同体｣が本来その基盤とする ｢共同市場｣

の形成を阻んでいるということだ｡これに対して､ヨーロッパ共同体 (EU)の場合は西ヨーロッ

パ諸国における相対的に高い同質性に基づ いて ｢共同市場｣の形成から出発することができたの

であり､その点で東北アジアはヨーロッパの場合とは異なった条件下にあるということを見落とし

てはならない｡この地域では既に述べたように (本章<注10>参照)｢地域協力｣が果たす役割が

それだけ大きいということになる｡だがここで留意しなければならないのは､にもかかわらず ｢共

同市場｣形成の条件が醸成されつつあるという点だ｡この地域における国際分業が日本中心の一極
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体制から日韓中の三国を中心とする三極体制へと移行しつつあるということは､ ｢三国共同市場｣

形成の可能性が次第に強まりつつあるということを示唆している｡何故ならば三極体制-の移行は､

韓国が日本へまた中国が韓国へとキャッチアップする過程でもあり､それは自ずから三国間の平準

化を促進し同質性を高めるということを意味しているからだ｡ しかも平準化 ･同質化の背景をなす

貿易構造の水平分業化自体が貿易の拡大すなわち市場の拡大効果を発捧するということも見落とせ

ない｡(例えば､先に指摘した北九州 ･山口地方の対韓貿易は両者の貿易構造の水平分業化に比例

して1980年から89年にかけての10年間に128.3%増大しているが､同地方の貿易全体が同期間に逆

に5.9%減少したことと比べればそれが如何に大きな市場拡大効果を生んだかば容易に理解できよ

う｡さらに九州地域全体についても､水平分業化と市場拡大との間に密接な関係が存在するという

いうことは前出図表Ⅳ-4-6における [3]と [2]との比較からも明らかであろう｡)従って

｢東北アジア共同市場｣も日韓中三国が中心となってそれを推進するならば十分実現の可能性があ

るということを指摘しておかなければならない (荏ll)0
I

さらに､｢東北アジア共同市場｣構想は同じく前述した文脈 (本章<注10>参照)から ｢東アジ

ア共同市場｣構想にも繋がるのだということも指摘しておかなければならない｡東アジアで進展し

ている域内相互依存関係深化は､東アジア諸国の同質化を促しているが､それは ｢東アジア共同市

場｣形成の条件が次第に整いっあるということを意味している｡従って､東アジアにおいても有力

な地位を占める日韓中三国が中心となって推進する ｢東北アジア共同市場｣は ｢東アジア共同市場｣

の形成にとっても重要な意義を持っものであると言えよう｡(上述したように [本章第 2節および

<注7>参照]､九州地域は一方で環黄海分業の発展を牽引しながら他方ではそれを対束アジア分

業の発展に結びっけることに成功しているが､そのことは東北アジアにおける ｢共同市場｣形成が

東アジアのそれにも大きく関わっているということを示唆している｡)

(塾生産要素間分業

国際分業構造における重層性に関してもう一つの注目点は､それが東北アジア国際分業に対して

｢生産要素間分業｣という性格を付与することである｡｢生産要素間分業｣とは異なる生産要素の間

で分業が行われるというとを指しているが (注12)､そのことは国際的な産業集積地域間ネットワー

ク形成の可能性を示しており､従って東北アジアにおいてもそうしたネットワークすなわち ｢東北

アジア生産要素間分業ネットワーク｣が形成される可能性があるということを示唆している｡

ところで ｢生産要素間分業｣と産業集積地域との関係をどのように説明するのかという問題につ

いては､産業集積地域の競争力を決定する理論である ｢ダイヤモンド｣理論がさし当り一つの手掛

かりをわれわれに提供 してくれる｡｢ダイヤモンド｣理論とは､(イ)要素条件､(ロ)企業戦略､

構造およびライバル関係､(-)需要条件､(ニ)関連､支援産業-という四つの要素からなる四者

関係すなわち ｢ダイヤモンド｣関係におけ/る相互作用および ｢ダイヤモンド｣自体の高度化によっ

て産業集積地域の競争力が決定されるとするものであるが (注13)､ここでの文脈において重要な

のは ｢要素条件｣である｡｢要素条件｣とは､(イ)人的資源 (労働力､熟練度､コスト等)i(ロ)

物的資源 (原燃料､土地､水等)､(-)知的資源 (大学､研究機関等)､(ニ)資本資源 (資本､資

金等)､(ホ)インフラストラクチュア一等であるが (注14)､｢生産要素間分業｣とこの ｢要素条件｣

との結びっき方如何が集積地域の競争力に影響を与えるからだ｡すなわち､代替的要素間分業は負

の相互作用を通じてダイヤモンドをレベルダウンさせるし､補完的要素間分業の場合には逆に正の

相互作用を通じてそれをレベルアップさせるのである｡ (前述した ｢規模の経済性｣論との関連で
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言うと､前者は ｢外部不経済｣に､後者は ｢外部経済｣にそれぞれ関わることになる [第1章<注

1>参照]｡)要するに要素間分業における補完性が ｢要素条件｣を媒介変数とする ｢ダイヤモンド｣

の高度化を通じて産業集積地域の競争力を強化するという訳である｡

この点の理解を容易にするた軽に例解で説明しておこう｡ 例えば､生産要素を構成する資本およ∫/

び労働力が国際的に移動する場合を取り上げてみる｡労働力不足から労賃コストが上昇している集

積地域において､労賃コストの低減を目的として親企業の海外直接投資が行われる場合には､下請

け企業の整理 ･縮小を通じて産業集積地域の空洞化が惹起されるが､この場合には ｢生産要素間分

業｣が集積地域にとっては代替的な役割を果たすので集積地域の競争力は低下するのである｡これ

に対 して同じ地域において､相対的にコストの低い労働力を海外から受け入れた場合には､その分､

集積地域企業の競争力が回復することになるが､この場合には ｢生産要素間分業｣が補完的な機能

を発揮することによって集積地域の競争力が高まることになる｡つまり､要素間分業を通 じての

｢生産要素｣の組み合わせ如何で集積地域は空洞化Lもすれば逆に活性化することも可能になると

いう訳だ｡

このように ｢生産要素間分業｣は ｢要素条件｣への関わり合い方如何を通じて産業集積地域の競

争力に対して影響を及ぼすのであるが､その際､集積地域のネットワーク化によって増幅効果が発

揮されるということも見落とせない｡

③ ｢輸送費｣の低下とネットワーキング

まずネットワーク化については ｢輸送費｣が作用する｡ ｢輸送費｣とはモノ ･ヒト･サービスお

よび情報等を嘩離的に離れた場所に運ぶコストのことであり､前述した ｢規模の経済性｣ [第 1章

<注1>参照]と密接に関連している｡何故ならば､｢規模の経済性｣は他方で ｢輸送費｣の存在

を前提にしており､後者の変化は当然前者に影響を与えることになる｡従って産業集積地域は常に

ある ｢輸送費｣の水準をその成立条件としているのである｡それでは､交通運輸手段と情報通信体

系の発展に伴う ｢輸送費｣の低下は産業集積地域に対してどのような結果をもたらすのか｡それは､

一方では ｢外部経済｣性を低下させる効果を発揮することによってすなわち ｢要素条件｣における

負の反応を通じて ｢規模の経済性｣を弱化させるが､他方では集積地域間のネットワーク化を促進

することによって ｢外部経済｣性低下効果を相殺し且つそれを上回る ｢外部経済｣性効果を発揮せ

しめ (それを可能にするのが ｢生産要素間分業｣における ｢補完性｣に他な6,ないのであり､｢補

完性｣が大きければ大きいほど以下の純 ｢外部経済｣は大きくなる)純 ｢外部経済｣効果すなわち

｢要素条件｣の正反応を通じて ｢規模の経済性｣を逆に向上させることも可能である｡

④ネットワーキングと産業集積地域

かくして ｢輸送費｣の低下は､｢生産要素間分業｣における ｢補完性｣と結合すれば､一定地域

内に存在する個々の集積のネットワーク化を促進し且つ集積効果を高める上で重要な役割を果たす

こになるのである (注15)0(尤もこのことは同時に､｢輸送費｣の低下が ｢生産要素間分業｣にお

ける ｢代替性｣と結びっけば､ネットワーク化は逆に集積地域の空洞化を加速することになるとい

うことを意味しているのであるが｡)

(2) ｢東北アジア産業集積地域ネットワーク｣の意義

要するに､重層性を背景とする国際分業の発展は､(イ)一方で市場という点では ｢東北アジア

共同市場｣を形成るとともに､他方､生産 ･供給という面では ｢東北アジア生産要素間分業十を促

-91-



進し､(ロ)さらにそこに ｢輸送費｣の低下に伴うネットワーキング効果が加わることによって両

者をそれぞれネットワーク化し､(-)その結果､需給両面からなる ｢東北アジア産業集積地域ネッ

トワーク｣の形成を促すのであるが､こうしたプロセスにおける諸条件の組み合わせ如何によって

は､｢東北アジア産業集積地域ネットワーク｣は産業集積地域における集積効果を高める上で大き

な役割を果たし得るのである｡ ｢東北アジア産業集積地域ネットワーク｣の意義は正にこの点にあ

ると言えよう｡

(注 1)付加価値レベル別分業が､工程間で行われる場合は ｢工程間分業｣であり､製品問で行われる

場合は ｢製品差別化分業｣であり､前者は同一の生産工程上で加工段階の異なる製品を相互に

取引する場合であり､後者は同じ製品分野に属するにもかかわらずデザイン･品質 ･価格等の

異なる製品を相互に取引する場合である｡そしてこの二種類の分業は産業内で行われる場合と

企業内で行われる場合がある｡

(注2)日本の産業内分業は電機機械や精密機械を中心に進展しているが (図表Ⅳ-4-2[1]参照)､

それは､電機 ･電子産業における企業内分業の飛躍的な拡大 (図表Ⅳ-4-2 [2]参照)と

さらにその背景をなすこれら産業における対束アジア直接投資増大 (図表Ⅳ-4-2[3]参

照)及びその下でのこれら地域における海外拠点数の大幅な増加 (図表Ⅳ-4-2[4]参照)

とに密接関連している｡

(注3)嶋倉民生編 『東北アジア経済圏の胎動一東西接近の新フロンティアー』(アジア経済研究所刊､

1992年 5月)P.44より｡

(注4) (財)国際東アジア研究センター 『環黄海経済圏一乗アジアの将来を探る｢』(1991年10月)

P.325-358参照｡

(注5) 唱 新 ｢北東アジアにおける国際分業と物流システムの整備｣(新潟経営大学 ･共同研究プロ

ジェクト『国際分業の進展と地場産業一高付加価値化を巡る問題点と課題-』(1997年2月)P.

111より｡

(注6) ｢環黄海経済圏｣とは､韓国及び朝鮮民主主義人民共和国 (北朝鮮)の西海岸地方､中国の遼

寧省 ･河北省 ･山東省 ･江蘇省の沿岸地方そして山口地方からなる地域において形成された地

方経済圏のことである (詳しくは､拙著 『環日本海地域の経済と社会一持続的発展をめざして-』

明石書店刊､1995年2月)P.35-52を参照のこと)0

(注7)福岡県の貿易動向をみると､近年輸入が輸出を遥かに凌ぐ勢いで伸びているが (図表Ⅳ-4-

3参照)､それでもなお輸出がアジアを中心に増加した機械器具製品によって支えられており

(図表Ⅳ-4-4 [1]･[2]参照)､ しかもこれらアジア諸国の中でも中国 (輸出地域全体の

中で8.7%を占めている)､韓国 (同3.8%)､台湾 (同3.2%)等環黄海を中心としたグループが

健闘しているということは注目に値しよう｡他方輸入もアジア を中心､に機械機器が大きく増

加 している (図表Ⅳ-4-5 [1]･[2]参照)｡アジアの中ではやはり中国が圧倒的に大きく

(同27.8%)､次いで韓国 (21.2%)が大きい｡さらに､環黄海を中心とする東アジア国際分業

の影響は福岡県に止まらず九州地域全域に迄及んでいるということも見逃してはなないであろ

う｡九州の国際分業は対束アジアに大きく特化しているが (図表Ⅳ-4-6 [1]参照)､そ

れは同地域の輸出拡大及び高度化と表裏の関係にある (図表Ⅳ-4-6 [2]･[3]参照)と

いう点が注目5''れる｡ではどうしてそうした関係を形成し得のか｡確かに対束アジア貿易にお
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ける水平分業化は他の地域同様企業の対束アジア進出によって牽引されたものであるが (図表

Ⅳ -i-6 [4]参照)､同時に見落としてほならないのは､ 同地域企業が単にアジアを生産
て

基地視しているだけではなく市場としても重視しているということである｡そのことは､奥造

業部門における進出にきびすを接して商業 ･ゝサービス業における企業進出が活発化していると

いうことからも窺える (図表Ⅳ-4-6 [5]参照)｡こうした市場重視の姿勢が輸出が輸入

を大幅に上回り尚且つ前者の伸び率が後者のそれよりも遥かに高いという結果に結びついてい

るのである (図表Ⅳ-4-6[2]参照)｡また､こうしたアジア市場への進出において地場

企業が果たす役割が大きいということも強調しておかなければならない (㈲九州経済調査協議
i

会 『大転換期の九州-21世紀の地域と産業-』[1997年度版九州経済白書]<1997年 2月>P.

60-63参照)｡要するに､環黄海を中心とする対束アジア国際分業は､九州地域の場合には産

業構造の高度化､産業組織のダイナミズム維持､.さらには産業集積の活性化と上手 く結びっく

ことによってこの地域産業の活性化に大きく貢献しているのである｡そして国際分業と産業集

積地域の好循環を促進しているのが､北九州港及び博多港を中心とする国際物流システムの発

展であるということも指摘しておかなければならないであろう (図表Ⅳ-4-6 [6]参照｡

なお詳しくは同上P.67-71参照)0

(注8)地方が主体となって形成される国際分業はそれぞれ地方経済圏の醸成にも繋がるのであるが､

｢東北アジア経済圏｣もまた､こうして醸成される ｢環黄海経済圏｣､｢環日本海経済圏｣及び

｢北方経済圏｣の三つの地方経済圏の発展 ･融合を通じて胎動するものと想定される (詳 しく

は､拙著 『同上』を参照のこと)0

(注9)R.A.スカラピーノ教授は､東アジアにおける経済圏は市場メカニズムを通 じて形成されると

.いう意味で ｢自然経済領域｣(NaturalEconomicTerritory)と定義されるべきであり､国

家間の協力や協定によって成立しているEUやNAFTAとは区別されるべきであると主張 して

いる (RobertA.Scalapinp｢ProspectsforCooperationinNorthEastAsia｣参照)0

(注10)東北アジアにおいては単なる ｢自然経済圏｣を越えた ｢地域共同体｣が必要とされるというの

は次の理由からである｡第 1にこの地域においては問題そのものがそもそも総合的な解決を求

められている｡この地域の抱える課題は ｢国際分業｣や ｢地域協力｣だけではない｡そこには

安全保障や外交問題等を含む ｢国際関係｣も係わっている｡しかもこれら三者は密接に関係し

ている｡例えばェネルギーのデリバリー･システムの在り方がこの地域の安全保障とも深く.結

びっいているということを考えてもそれは容易に理解され得よう｡ 従って､問題群は少なくと

も ｢国際分業｣､｢地域協力｣さら/に ｢国際関係｣という三つの要素から成り立っており､しか

もそれらの相互連関性が重要であり､その意味でこれら三要素の総合的解決が求められている

のである｡第2に地域協力が重層的性格を帯びている｡この地域は重層的な構造を有しており

従って地域としての同質性に乏しいために協力も自ずから多様性が求められる｡その結果､協

力課題は国際分業だけではなく食糧 ･エネルギー･環境問題から社会協力の分野に迄及んでい

る｡第3に協力対象地域が非自己完結的であることを求められている｡協力課題が重層的であ

る以上それはそもそも非自己完結的な性格を求められるのであるが､その際地政学的な観点か

らは東アジアとの関係が考慮されなければならない｡すなわち､経済圏の発展 ･融合によって

東アジア経済圏が形成されるという立場に立っならば (拙著 『同上』P.37-38参照)､東アジ

ア経済圏を構成する他の二つのサブリージョナルナな経済圏すなわち ｢東南アジア経済圏｣と
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｢華人経済圏｣(ないし ｢中国経済圏｣)との関係は当然重視されなければならない｡以上の三

つの理由は東北アジアにおいては単なる ｢自然経済圏｣によっては解決し得ない問題群が存在

しており､それらを解決するためには ｢自然経済圏｣を越えた ｢地域共同体｣の形成が必要で

あるということを物語っている｡従って国際分業もまた ｢自然経済圏｣形成に係わるだけでは

なく ｢地域共同体｣の基盤形成にも貢献することが求められるのである｡

(注11)伝えられるところによれば､韓国政府当局者が主として通貨問題協議のための日本､中国､韓

国の三国蔵相による ｢G3｣構想を日本の政府当局者に提案したとされており (朝日新聞1997

年 8月31日参照)､さらに中国外務省の高官も近隣諸国における金融協力体制づ くりに対 して

積極的な姿勢を示し始めているとされるが (同97年12月20日参照)､こうした一連の動きもそ

れに関連 して注目されよう｡

(注12)拙著 『環日本海経済一脱冷戦時代の東北アジア協力をめざして-』 [1993年3月､明石書店刊]

P.20-21参照.0

(注13)原田誠司 ｢産業集積と地域産業システムーグローバル化時代における産業 ･地域間競争優位構

造-｣(長岡短期大学 ･地域研究センター 『地域研究』<1996.Vol.6>)P.66-68参照｡

(注14)原田誠司 ｢同上｣参照｡なお､｢要素条件｣の-つとして ｢技術｣も欠かせないと考えられる

が､この点に関連 して､技術の捉え方及びそのネットワ-キングを巡って､二つの注目すべき

見解が打ち出されてういる｡一つは開 溝博氏が提唱する ｢加工型集積｣機能強化論である｡

同氏はそうした観点から､｢技術集積構造｣自立化のためにとくに機械 ･金属加工産業におけ

る基盤技術の強化を重視 した ｢マニュファLクチュアリング･ミニマム｣の各地域における形成

とそのための相互補完的な産業集積地域間ネットワークづくりさらにはその延長線上での ｢東

アジア･ネットワーク｣構想を提唱している (関 宿博 『空洞化を超えて』[日本経済新聞社､

1997年11月刊]参照)｡もう一つは清成忠男氏達が提起する ｢研究開発型集積｣機能重視論で

ある｡ 同氏達は､現代社会における技術革新のパラダイム変化とりわけ国際的な ｢デジタル革

命｣を背景にプロセス･イノベーションからプロダクト･イノベーション-と技術革新の 性

格を急速かつ大きく変容させつつある情報通信技術におけるそれに注目し､むしろ ｢加工型集

積｣から ｢研究開発型集積｣への転換こそが産業集積地域に課されている課題であるとし､そ

のためには国際的な ｢デ ジタル革命｣に結合するための ｢導管｣としての開発型企業群や頭

脳集団の育成こそが求められているのだと主張している (清成忠男 ･橋本寿朗編著 『日本型産

業集積の将来像』 [日本経済新聞社刊､1997年 9月]参照)0

(注15)通産省 『通商白書』(1997年版)P.196-209参照｡
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国表Ⅳ-4-1 中日韓分業の構造

[1]中日韓における耽別分業構造

技

術

集

約

度

耐久消費財産業

耐久消費財

技術 .資本集約的中間財

労働集約的中間財

(中国東北

地区)

労 働 集 約 度

[2]中日韓における技術レベル別分業構造

技

術

集

約

度

･プロタイプの創出

･新製品 ･新技術の開発

･特殊技術の保有

･nハイテク集約製品の生産

pJ】
本日iuLU

生産技術の開発

多品種少量生産

資本集約型製品の生産

確立された技術の活用

大量生産

基盤技術の充実

労働集約型製品の生産

(中国東北

地区)

労 働 集 約 度

(出所)唱 新 ｢北東アジアにおける国際分業と物流システムの整備｣(新潟経営大学共同研究プロジェクト『国際分業の進展と
L地場産業-高付加価値化を巡る問題点と課題-』<1997年2月>)P.129-130より
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図表Ⅳ-4-2 日本企業の多国籍企業化と企業内分業

[1･]日本の産業内貿易指数の変化
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国
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S

一般機械 電機機械 輸送横械

(備考)産業内貿易指数-1- 1輸出額一輸入額 l/ (輸出額+輸入額)
(資料)大蔵省 ｢貿易統計｣より通商産業省試算
(出所)通産省 『通商白書』(1997年版)P.58より

[2]日本企業の企業内分業関連指標

①業種別に見たアジア現地法人からの日本向け販売比率

50‡

40S

30%

201

lot

01

精密横桟

晦岳革至劉匪 蔓重囲 匪 司 固 匡亘重囲 匪司匪匡遠国

②部品輸入の仕入先企業形態

(備考)Nは回答企業数を表す｡
(資料)通商産業省 ｢経済構造比較調査｣

(出所)同上 P.157より
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[3]日本の対束アジア直接投資額と輸入

(10億ドル)
6

4

2

0

8

=

=

HH

HU

同山凶

1 2 3 4 5 6 7 8

直接投資累計額 (10億 ドル)

[4]日本の民生用電子 ･電気機器産業の海外拠点数

(拠点敦)

95 (午)

(資料)大蔵省 ｢貿易統計｣大蔵省届出統計
(出所)通産省 『通商白書』(1996年版)

P.152より ∫

(資料)㈱日本電子機械工業会資料
(出所)通産省 『通商白書』(1996年版)

P.187より

昭51年 52 63 平 元 年 2 3 4 5 6 7

(資 料 ) 県通 商 産 業 課 ｢福 岡 県 貿易 統 計 ｣

,(出所 ) 『福 岡県 の経 済 』 (平 成 8年 度 ) P. 123よ り
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図表Ⅳ-4-4 福岡県の輸出構造の推移

[1]福岡県生産品主要商品別輸出の推移

(百万円)

[2]福岡県生産品市場別輸出の推移
(百万円)

600000

500000

400000

300000

200000

100000

(荏)数字は平成7年度の値 _

(資料)県通商観光課 ｢福岡県貿易統計｣

(荏)数字は平成7年度の値
(資料)県通商観光課 ｢福岡県貿易統計｣
(出所)福岡県商工部 『福岡県の経済』(平成8年度)

P.125より

図表Ⅳ-4-5 福岡県の輸入構造の推移

[1]福岡県内港通関 (輸入)実績の推移 (主要商品類別)
(百万円)

罰 6 2 83 蔓 2 3 4 5 8 7
* 7t:

[2]福岡県内港通関 (輸入)

実績推移

(荏)数字は平成7年度の値

(資料)門司 ･長崎税関資料

(出所)福岡県商工部 『福岡県の経済』

(平成8年度)P.127より

(百万円)
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図表Ⅳ-4-6

[1]九州のアジア度 (1995)
海外直接投資件数

輸入総額

(除 ･原油及び租抽)
入B]外Bl人数

(荏) 1.各指標の対世界に占める対アジアの比率

2.山口を含む

3.九州の海外直接投資件数は､駐在員事務所の

開設を含む

4.海外直接投資件数は､データの出所が異なる

ため､厳密にいえば単純な比較はできない

(資料)大蔵省 ｢国際金融局年報｣､門司 ･長崎 ･沖縄

地区税関 ｢九州経済圏の貿易｣､日本税関協会 ｢外

交貿易概況｣､法務省 ｢出入国管理統計年報｣､九経

調 ｢九州 ･山口地場企業の海外進出｣

九州地域の対アジア国際分業

[4]九州企業のアジア進出の推移

(件)
o

0

0

0

0

0

7

6

5

4

3

2

198687 888990919293949596.1-6
(荏) 1.山口を含む

2.ASEAN5はタイ､マレーシア､インド

ネシア､フィリピン､ブルネイ

(資料)九経調 ｢九州 ･山口地場企業の海外進出｣

[5]九州企業の業種別アジア進出の推移
(件)
25

20

15

10

5

[2]九州の対束アジア貿易額と割合の推移

(百倍円)

(荏)東アジアは､アジアNIES､ASEAN､中国

の3地域

(資料)門司 ･長崎 ･沖縄地区税関 ｢九州経済圏の

貿易｣

[3]主要工業品の水平分業指数

1966 89 92-95

機械機器 0.11 0.17 0.18 0.28

電気機器 0.49 0.50 0.51 0.57

(注)水平分業指数-1
輸出一輸入

輸出+輸入

数値が近いほど水平分業が進展 していることを

示す
(資料)門司 ･長崎 ･沖縄地区税関 ｢九州経済圏の

貿易｣

198687 88 89 90 91 92 93 94 95

(注) 1.山口を含む

2.進出先での業種で分類

(資料)九経調 ｢九州 ･山口地場企業の海外進出｣

[6]港別コンテナ貿易量の推移

(万TEU)
30

25

20

15

10

5

0
1987 88 89 90 91 92 93 94 95

(荏)TEUは20フィー ト換算のコンテナの個数

(資料)日本海上コンテナ協会

｢コンテナリゼーション｣

(出所)㈲九州経済調査協会 『大転換期の九州-21世紀の地域と産業』(1997年度九州経済白書)(1997年2月)P.54-68より
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